
備 考

計

修業
年限

- -

新

設
分

電子情報システム工学専攻（修士課程）

入学
定員

編入学
定　員

計

計
卒業要件単位数

0

-

准教授

実験・実習演習

兼 任
教 員 等

教育
課程

新設学部等の名称
講義

講師

新
設
学
部
等
の
概
要

2 10
(5)

年 人

新 設 学 部 等 の 名 称

電子情報システム工学
専攻
(Major in Electronic
Information Systems
Engineering)

工学研究科
(Graduate School of
Engineering)

学　部　等　の　名　称
教授

同一設置者内における
変 更 状 況
（定員の移行，名称の
変 更 等 ）

〇入学定員を変更する場合

　工学研究科

 電子情報システム工学専攻［定員増］　　（5）（令和6年4月）

所　在　地
収容
定員

7

(7) (14)

0

(0)(0)

0

開設する授業科目の総数

0

（0）

助手

専任教員等

計助教

0 14

(7)

年次
人

20
(10)

(0)

10 0

(17)

0170

(0)（0）

（0）

14 －

（-）(0)

6

7

(7) (7) （0）

7 7 0

別記様式第２号（その１の１）

新 設 学 部 等 の 目 的

大 学 の 名 称

大学院の収容定員に係る学則変更

久留米工業大学大学院（Kurume Institute of Technology graduate school)

計 画 の 区 分

フ リ ガ ナ ガッコウホウジンクルメコウギョウダイガク

学校法人久留米工業大学

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

設 置 者

大 学 本 部 の 位 置

本学は、社会のニーズを踏まえ、地元企業・自治体との連携による「地域課題解決
型AI教育プログラム」を令和2年度から工学部に全学導入し、令和5年度からは、大
学院においても副専攻プログラム「地域課題解決型高度AI教育プログラム」を導入
し、AI・データサイエンスの知識・技術を修得した高度情報専門人材の育成に向け
て、カリキュラムの高度化を図った。その結果、令和3年度以降、本学大学院電子
情報システム工学専攻は入学希望者が定員を上回っており、次年度以降も電子情報
システム工学専攻への入学希望者が増加することが見込まれているため、地域の
ニーズを踏まえた高度情報専門人材養成を使命として、入学定員10名、収容定員20
名へと定員の変更を行いたい。

大 学 の 目 的
本学大学院は、学部における一般的並びに専門的な学識経験の基礎の上に、広い視
野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力または高度の専門性を要
する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする。

基 本 計 画

事 項

フ リ ガ ナ クルメコウギョウダイガクダイガクイン

記 入 欄

24

(41) (0)

既

設

分

エネルギーシステム工学専攻（修士課程）

開設時期及
び開設年次

学位又
は称号

福岡県久留米市上津町
2228-66

(6)

モビリティシステム工学専攻（修士課程）

1

(1)(10)

　　年　月
第　年次

令和6年4月
第1年次

修士（工学）
(Master of

Engineering)

-

0

（0）

(14)

人

17 9

合 計

計

福岡県久留米市上津町2228-66

（-）

00 －

(0)

411

(17) (9) (1) （0）

16

(27)

0 17 3 0 0

（0） (10) (0) (1)(3) （0）(7)

0 27 0 －1

(1)(16)(24) （0）

教

員

組

織

の

概

要

10

（-）
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図書費には電子
書籍を含む

第６年次

第６年次

第４年次 第５年次

機械・器具視聴覚資料

（112,387㎡）

演習室

〔うち外国書〕〔うち外国書〕新設学部等の名称

図書館

教室等

体育館以外のスポーツ施設の概要
体育館

計職 種

(21) (51)

計

専　　任 兼　　任

(61)

38,479㎡

3

(3)

1

24

標本

(24)

（112,387㎡）

112,387㎡

42,785㎡

計

計

0㎡

共用する他の
学校等の専用

（0㎡）

0㎡

31,123㎡

室

室 数

112,387㎡

そ の 他 の 職 員

6

1

事 務 職 員
30     人 51     人

（1）

1

(30)

(6) (0)

(2)

0

(1)

2

0

21     人

技 術 職 員

図 書 館 専 門 職 員

(0)

37

(37)

小 計

そ の 他 31,123㎡

0㎡0㎡

0㎡

共用する他の
学校等の専用

0㎡

0㎡

(6)

（1）

61

81,264㎡

6

0㎡

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

校

地

等

校 舎 敷 地

運 動 場 用 地

0㎡

0㎡

0㎡81,264㎡

112,387㎡

0㎡42,785㎡

合 計

112,387㎡

専　　用

講義室

（0㎡）

専　　用

38,479㎡

共　　用区 分

校 舎

点

語学学習施設

電子ジャーナル

〔うち外国書〕

共　　用

実験実習室

新設学部等の名称

情報処理学習施設

点点

図書

専 任 教 員 研 究 室

図
書
・
設
備

学術雑誌

冊

820千円

第２年次

0千円

第４年次 第５年次

0千円 0千円

学生納付金以外の維持方法の概要

学生１人当り
納付金 930千円

第１年次

開設前年度 第１年次

設 備 購 入 費

第３年次

792千円 792千円

2,249千円 2,249千円

2,200千円 2,200千円

80,723千円 80,723千円

2,200千円

80,723千円

教員１人当り研究費等

共 同 研 究 費 等

図 書 購 入 費

第３年次第２年次区　分

種

面積 閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

計

面積

経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

私立大学等経常費補助金、資産運用収入、雑収入　等

0千円

経費
の見
積り
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令和5年度入学
定員減（10人）

令和5年度入学
定員増（10人）

学士（工学）

　電子情報システム
　工学専攻

10

10

工学部 1.01

学士（工学）

修士（工学）

286

328

338

3年次
4

学士（工学）

学士（工学）

0.72

1.12

1.15

0.90

0.83

1.00

2007年

3年次
8

4

4

4

2 5

-

-

交通機械工学科

建築・設備工学科

情報ネットワーク工学科 3年次
4

3年次
4

　「図書・設備」，「図書館」，「体育館」及び「経費の見積もり及び維持方法の概要」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

１　共同学科等の認可の申請及び届出の場合，「計画の区分」，「新設学部等の目的」，「新設学部等の概要」，「教育課程」及び「教員組

２　「教員組織の概要」の「既設分」については，共同学科等に係る数を除いたものとすること。

４　大学等の廃止の認可の申請又は届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「校地等」，「校舎」，「教室等」，「専任教員研究室」，

所　在　地

大 学 の 名 称

修士（工学） 0.50

1995年

学士（工学）

教育創造工学科

大学院

エネルギーシステム
工学専攻

1976年

1976年

1985年

1995年

福岡県久留米市
上津町2228-66

同上

2

2007年

名    称：学術情報センター（図書館・情報館）
目    的：学術情報センターは、図書、雑誌等の情報提供を行う図書館機能と

情報教育をサポートする情報処理・情報通信機能を併せ持ち、本学
における教育・研究活動を支援することを目的とする。

所 在 地：福岡県久留米市上津町2228-66
設置年月：平成26年4月
規    模：2,126.48㎡（1,271.68㎡・854.8㎡）

名    称：インテリジェント・モビリティ研究所
目    的：インテリジェント・モビリティ研究の推進を図るとともに、その研

究成果を社会に貢献することを目的とする。
所 在 地：福岡県久留米市上津町2228-66
設置年月：平成27年12月
規    模：796.30㎡

名    称：航空宇宙実習棟（AEC:Aerospace Education Center）
目    的：「先端交通機械」「航空宇宙開発」「航空機整備」の高度な先端情

報技術や航空宇宙工学を学ぶことを目的とした教育施設。
所 在 地：福岡県久留米市上津町2228-66
設置年月：平成31年3月
規    模：976.25㎡

名    称：AI応用研究所
目    的：AI技術による地域産業の課題解決やAI技術者の育成を目的とする。
所 在 地：福岡県久留米市上津町2228-66
設置年月：令和2年4月
規    模：86.28㎡

５　「教育課程」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

収容
定員

附属施設の概要

既
設
大
学
等
の
状
況

モビリティシステム
工学専攻

修業
年限

編入学
定　員

4

学位又
は称号

入学
定員

開設
年度

定　員
超過率

50

学 部 等 の 名 称

久留米工業大学

機械システム工学科

2 5

　織の概要」の「新設分」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

　は，「教育課程」，「教室等」，「専任教員研究室」，「図書・設備」，「図書館」及び「体育館」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

年 人

5 - 修士（工学） 1.00

人

160

10

60

80

90

40

4

６　空欄には，「－」又は「該当なし」と記入すること。

1.08 1976年208

（注）

３　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科又は高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする場合

倍

-

年次
人
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入学 収容 入学 収容

定員 定員 定員 定員

工学研究科 工学研究科

エネルギーシステム工学専攻 5 - 10 エネルギーシステム工学専攻 5 - 10

電子情報システム工学専攻 5 - 10 電子情報システム工学専攻 10 - 20 定員変更（5）

モビリティシステム工学専攻 5 - 10 モビリティシステム工学専攻 5 - 10

計 15 - 30 計 20 - 40

久留米工業大学大学院 久留米工業大学大学院

学校法人久留米工業大学　設置認可等に関わる組織の移行表

令和5年度
編入学

令和6年度
編入学

変更の事由
定員 定員

基本計画書 ― 4
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（１）学則案の全文

学則 ― １



 

〇久留米工業大学大学院学則     （平成 7年 3月 16日制定） 

 

第 １ 章    総    則 
 

（趣旨） 

第１条  この学則は、久留米工業大学学則（以下「学則」という。）第 3条の 3により、久

留米工業大学大学院（以下「本学大学院」という。）に関し、必要な事項を定めるもの

とする。 

（大学院目的） 

第２条  本学大学院は、学部における一般的並びに専門的な学識経験の基礎の上に、広い

視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要する

職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする。 

（認証評価） 

第３条  認証評価については、学則第２条の規定を準用する。 

 

第 ２ 章  研究科・専攻・収容定員及び修業年限 
 

（研究科） 

第４条  本学大学院に工学研究科を置く。 

（課程） 

第５条  工学研究科に修士課程を置く。 

（専攻） 

第６条  工学研究科に次の専攻を置く。 

エネルギーシステム工学専攻 

電子情報システム工学専攻 

モビリティシステム工学専攻 

（人材養成の目的） 

第６条の２ 各専攻の人材養成の目的は、次のとおりとする。 

（1）エネルギーシステム工学専攻は、エネルギー資源開発、エネルギー変換技術、新エネ

ルギー、省エネルギー技術、建築環境工学、リサイクル技術における研究能力、又はエネ

ルギー総合システム技術を有する高度専門技術者を育成することを目的とする。 

（2）電子情報システム工学専攻は、電子回路・知能制御工学、情報・計算機システム工学

に関わる研究、開発、設計及び生産技術などに対応できる高度電子情報専門技術者を育成

することを目的とする。 

（3）モビリティシステム工学専攻は、先進自動車技術、電子制御技術等に関わる研究、開

発、設計及び生産技術などに対応できる高度自動車専門技術者を育成することを目的とす

る。 

（入学定員及び収容定員） 

第７条  工学研究科の収容定員は、次のとおりとする。 

専    攻 入学定員 収容定員 

エネルギーシステム工学専攻 5 10 

電子情報システム工学専攻 10 20 

モビリティシステム工学専攻 5 10 

計 20 40 

 

（修業年限） 

第８条  修士課程の修業年限は、2年とする。 

２ 修士課程に 4年を超えて在学することはできない。 

学則 ― ２



３ 学長は、学生が職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて一定の期間に

わたり計画的に教育課程を履修し修了することを希望する旨を申し出たときは、その計画

的な履修を認めることができる。 

 

第 ３ 章  学年、学期及び休業日 
 

（学年、学期及び休業日） 

第９条  学年、学期及び休業日については、学則第 5条、第 6条、第 7条及び第 8条の規定

を準用する。 

 

第 ４ 章  教 育 課 程 

 

（教育課程） 

第１０条 本学大学院は、その教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設すると

ともに学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）の計画を策定し、

体系的に教育課程を編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たっては、本学大学院は、専攻分野に関する高度の専門的知識及び

能力を修得させるとともに、当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう適

切に配慮するものとする。 

３ 本学大学院において開設する、専攻別授業科目及び単位数は、学長が定める。 

４ 履修の方法については、本学大学院学則に定めるものの他、学長が定める。 

（単位） 

第１１条 単位については、学則第 13条第 1項、第 2項の規定を準用する。 

（他の大学院における授業科目の履修等） 

第１２条 教育上有益と認めるときは、他の大学院（外国の大学院を含む。）との協議によ

り、学生に当該大学院の授業科目を履修させることができる。 

２ 前項の規定により修得した単位は、15単位を超えない範囲で本学大学院で修得したもの

とみなすことができる。 

（入学前の既修得単位の認定） 

第１２条の２ 本学大学院において教育上有益と認めるときは、学生が本学大学院に入学す

る前に本学大学院及び他の大学院において履修した授業科目について修得した単位（科目

等履修生として修得した単位を含む。）を、15単位を超えない範囲で本学大学院に入学し

た後の本学大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

（単位認定の上限） 

第１２条の３ 第 12条及び第 12条の 2の規定により本学大学院で修得したものとみなすこ

とができる単位は、両者合わせて 20単位を超えないものとする。 

（大学院における在学期間の短縮） 

第１２条の４ 第 12条の 2の規定により本学大学院に入学する前に修得したものとみなす

場合であって、当該単位の修得により本学大学院の教育課程の一部を履修したと認めると

きは、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案して、1年を超えない範囲で本学

大学院が定める期間在学したものとみなすことができる。ただし、この場合においても、

少なくとも 1年以上在学するものとする。 

 

第 ５ 章  課程の修了及び学位の授与 

 

（単位の認定、試験の時期及び学修の評価） 

第１３条 単位の認定、試験の時期及び学修の評価については、学則第 14条、第 15条及び

第 16条の規定を準用する。 

（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 
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第１３条の２ 本学大学院は、授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織的 

な研修及び研究を実施するものとする。 

２ 教育内容等の改善のための組織的な研修等について必要な事項は、別に定める。 

（成績評価基準等の明示等） 

第１３条の３ 本学大学院は、学生に対して、授業、研究指導の方法及び内容に 1年間の授

業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たっては、客観性及び厳格性

を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にした

がって適切に行うものとする。 

（課程の修了） 

第１４条 修士課程の修了は、研究科に 2年以上在学し、30単位以上修得し、かつ、必要な

研究指導を受け、次の要件に合格しなければならない。ただし、在学期間に関しては、

特に優れた業績を上げた者については、当該課程に 1年以上在学すれば足りるものとす

る。 

エネルギーシステム工学専攻

修士論文の審査及び最終試験に合格すること

電子情報システム工学専攻 

  修士論文の審査及び最終試験に合格すること 

モビリティシステム工学専攻

修士論文又は課題研究等の審査及び最終試験に合格すること

２ 第 12条の 4及び第 14条に定める在学期間が 1年以上 2年未満で修了する場合の履修に 

 ついては、修士論文審査を含め総合的に判断する。 

３ 修士課程修了の認定は、研究科委員会の意見を聴き学長が行う。 

（学位及び学位の授与） 

第１５条 学位は、「修士（工学）」とする。 

２ 修士課程修了の認定をした者については、学長は学位（別表１）を授与する。 

第 ６ 章  免許及び資格等 

（資格の取得） 

第１６条 高等学校教諭 1種免許状授与の所要資格を有する者で、当該免許教科に係る高等

学校教諭専修免許状の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法及び教育職員

免許法施行規則に定める所要の単位を取得しなければならない。 

第 ７ 章  入学、転入学、再入学、転専攻、転学、休学、退学 

  復学及び除籍 

（入学の時期） 

第１７条 本学大学院の入学期は、毎学年始めとする。 

２ 特別の必要があり、教育上支障がないときは、入学の時期を学期の始めとすることがで

きる。 

（入学資格） 

第１８条 本学大学院に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当しなければ

ならない。 

(1) 大学を卒業した者

(2) 外国において、学校教育における 16年の課程を修了した者

(3) 文部科学大臣の指定した者

(4) 大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者

（入学出願手続） 

第１９条 入学出願手続については、学則第 24条の規定を準用する。 
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（選考） 

第２０条 入学志願者に対しては、選考を行う。 

２ 選考の方法については、研究科委員会の意見を聴き学長が定める。 

（入学手続） 

第２１条 入学手続については、学則第 28条の規定を準用する。 

（転入学及び再入学） 

第２２条 転入学及び再入学については、学則第 25条の２及び第 26条の規定を準用する。 

（転専攻） 

第２３条 入学後の転専攻は認めない。 

（外国人留学生） 

第２４条 外国人留学生については、学則第 27条の規定を準用する。 

（転学） 

第２５条 転学については、学則第 31条の規定を準用する。 

（退学及び復学） 

第２６条 退学及び復学については、学則第 30条、第 30 条の２、第 30 条の３、第 52 条及

び第 34 条の規定を準用する。 

（休学） 

第２７条 休学については、学則第 32条の規定を準用する。 

（休学期間） 

第２８条 休学期間は、通算して 2年を超えることができない。 

２ 休学の期間は在学年数に通算しない。 

（除籍） 

第２９条 除籍については、学則第 35条の規定を準用する。 
 

第 ８ 章  入学検定料、入学料、授業料及びその他の費用 
 

（入学検定料） 

第３０条 入学検定料の額は、別表 2のとおりとする。 

（入学料、授業料及びその他の費用） 

第３１条 入学料、授業料及びその他の費用は、別表 3-1のとおりとし、納入方法等につい

ては、学則第 36条、第 37条及び第 39条の規定を準用する。 

２ 長期履修学生の授業料等納入金の年額は、別表 3-2のとおりとする。 

（退学等の場合の授業料） 

第３２条 退学等の場合の授業料については、学則第 38条の規定を準用する。 

（授業料等納入金の返納） 

第３３条 授業料等納入金の返納については、学則第 40条の規定を準用する。 

 

第 ９ 章  教員組織及び運営組織 
 

（教員組織） 

第３４条 本学大学院には、その教育研究上の目的を達成するため、必要な教員を置くもの

とする。 

２ 本学大学院は、教員の適切な役割分担及び連携体制を確保し、組織的な教育を実施する

ものとする。 

３ 本学大学院における授業科目及び研究指導は、本学大学院の指導教員が担当する。ただ

し授業科目においては、本学大学院の担当教員が担当することができる。 

４ 本学大学院の指導教員及び担当教員は本学の教授のうちから、所定の資格基準に基づき

理事長がこれを任命する。ただし必要があるときは、他大学の教員及び本学の准教授又は

専攻分野について特に優れた知識及び実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有す

る者をこれに充てることができる。 
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５ 前項の教員の資格基準等必要な事項については、学長が定める。 

（研究科長） 

第３５条 研究科に研究科長を置き、学長をもって充てる。 

（運営組織） 

第３６条 本学大学院の教学に関する重要事項を審議するため研究科委員会を置く。 

２ 研究科委員会は本学大学院の研究科長及び指導教員をもって組織し、必要に応じて担当

教員を加えることができる。 

３ 研究科委員会の運営については、学長が定める。 

（研究科委員会の審議事項） 

第３７条 研究科委員会の審議事項は、学長が定める。 

 

第 １０ 章  研究生、科目等履修生 
 

（研究生及び科目等履修生） 

第３８条 本学大学院における研究生については、学則第 44 条の規定を準用する。 

２ 本学大学院における科目等履修生について、次の各号のいずれかに該当する者で本学大

学院の 1又は複数の授業科目の履修を願い出るものがあるときは、本学大学院学生の学修

に支障がないと認めた場合に限り、選考の上、科目等履修生として入学を許可することが

ある。 

(1)  学士、修士の学位を有する者 

(2)  志望授業科目を学修するに十分な学力があると認められた者 

３ 科目等履修生に対しては、単位を与えることができるものとし、単位の認定については、

大学院学則第 13 条の規定を準用する。 

４ 科目等履修生についての必要な事項は、別に定める。 

 

第 １１ 章  賞    罰 
 

（賞  罰） 

第３９条 賞罰については、学則第 50 条、第 51 条及び第 52 条の規定を準用する。 

 

第 １２ 章  補    則 
 

（学則の準用） 

第４０条 この大学院学則に定めるもののほか、本学大学院に関し必要な事項は、学則を準

用し、学則中「教授会」とあるのは、「研究科委員会」と、「学科長会議」とあるのは、

「研究科運営委員会」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 7年 3月 16日から施行する。 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 9年 4月 1日から施行する。 

（科目の分割及び科目名の変更） 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 10年 4月 1日から施行する。 

（授業科目の改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 14年 4月 1日から施行する。 

（授業科目及び研究科委員会の審議事項を削除する改正） 
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附 則 

この大学院学則は、平成 17年 4月 1日から施行する。 

（認証評価制度の一部改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 17年 12月 1日から施行する。 

（大学担当理事である学長への委任事項を明確にするための改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

（自動車システム工学専攻設置に伴う改正） 

（教員組織の整備に伴う改正） 

 

  附 則 

この大学院学則は、平成 20年 4月 1日から施行する。 

（大学院設置基準の一部改正に伴う改正） 

 

  附 則 

この大学院学則は、平成 27年 5月 27日から施行する。ただし、学校教育法の改正に伴う改

正については、平成 27年 4月 1日から適用する。 

（学校教育法の一部改正に伴う改正、インターネット出願導入に伴う入学検定料の改正） 

 

附 則 

１ この大学院学則は、平成 29年 4月 1日から施行する。 

２ 改正後の大学院学則第 7条の規定は、平成 30年度入学者から適用し、平成 29年度まで

の入学者については、従前の例による。 

（自動車システム工学専攻の一級自動車整備士養成の教育課程及び一級自動車整備士養成施

設を廃止することに伴う改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 29年 5月 26日から施行し、平成 29年 4月 1日から適用する。 

（長期履修制度制定に伴う所要の改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

（長期履修学生の授業料等納入金を明確にするための改正） 

 

  附 則 

この大学院学則は、令和 2年 5月 22 日から施行する。 

（条数の改正及び字句等の整備） 

 

附 則 

この大学院学則は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

（リカレント教育の推進及び早期修了制度の導入に伴う改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

（工学研究科の専攻名変更に伴う改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、令和 5年 4月 1日から施行する。 
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（科目等履修生の受講要件変更に伴う改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、令和 6年 4月 1日から施行する。 

（入学検定料、入学料、授業料及びその他の費用の改正） 

 

附 則 

この大学院学則は、令和 6年 4月 1日から施行する。 

（電子情報システム工学専攻の入学定員及び収容定員の改正） 
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別表１ 

（大学院） 

大修第   号 

学  位  記 

氏名 

年  月  日生 

本学大学院工学研究科○○専攻の修士課程を修了した 

  ので修士（工学）の学位を授与する 

年  月  日 

久留米工業大学長 

印 
大学印 

サイズ：横 27cm、縦 39cm
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別表２ 

入学検定料 

出 願 方 法 適 用 該 当 者 検 定 料 

入学願書による出願 
第 18条第 1項第 1号から第 4号 

30,000円 

インターネット（Web）による出願 28,000円 

備考 本学卒業生の検定料は 10,000円とする。 

別表３－１ 

入学料・授業料・実験実習費及び教育充実費の年額 

専 攻 名 入 学 料 授 業 料 実験・実習費 教育充実費 

エネルギーシステム工学

電子情報システム工学

モビリティシステム工学

110,000円 600,000円 120,000円 100,000円 

備考 本学卒業生の入学料は免除する。 

別表３－２ 

長期履修学生の入学料・授業料・実験実習費及び教育充実費の年額 

年 次 入 学 料 授 業 料 実験・実習費 教育充実費 

初 年 次 110,000円 400,000円 80,000円 68,000円 

２、３年次 ― 400,000円 80,000円 66,000円 

備考 本学卒業生の入学料は免除する。 
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（２）変更事項を記載した書類 

（変更の事由及び変更点を 

簡潔にまとめたもの） 
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久留米工業大学大学院学則の一部改正について（案） 

久留米工業大学大学院学則の一部を次のように改正する。 

改正理由 

  電子情報システム工学専攻において、AI・データサイエンスの知識・技術を修得した高度 

 情報専門人材の育成に向けて、カリキュラムの高度化を図った結果、入学希望者が定員を 

上回ってきたため、収容定員を改正する。 

改正事項 

    別紙、新旧対照表のとおり 

附   則 

この学則は、令和 6年 4月 1日から施行する。 
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（３）変更部分の新旧対照表 
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新旧対照表 

新 旧 

第 1条～第 6条 （略） 

（収容定員） 

第 7条  工学研究科の収容定員は、次のとお

りと 

 する。 

第 8条～第 40条 （略） 

   附 則 

  この学則は、令和 6年 4月 1日から施行す

る。 

専 攻 入学定

員 

収容定

員 

エネルギーシステム工学専攻 5 10 

電子情報システム工学専攻 10 20 

モビリティシステム工学専攻 5 10 

計 20 40 

第 1条～第 6条 （略） 

（収容定員） 

第 7条  工学研究科の収容定員は、次のとお

りと 

 する。 

第 8条～第 40条 （略） 

専 攻 入学定

員 

収容定

員 

エネルギーシステム工学専攻 5 10 

電子情報システム工学専攻 5 10 

モビリティシステム工学専攻 5 10 

計 15 30 
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学則の変更の趣旨を記載した書類 

目 次 

1. ア 学則変更（収容定員変更）の内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.2

2. イ 学則変更（収容定員変更）の必要性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.3

3. ウ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容・・・・・・・・・・・・p.4
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ア. 学則変更（収容定員変更）の内容

  令和 6（2024）年度から、下記 表 1のとおり収容定員の変更を行う。 

  具体的には、電子情報システム工学専攻の入学定員を 5名増やし、収容定員を 20 

 名とする。 

表１．変更を行う専攻の入学定員及び収容定員 

専攻名 

現 行 令和６年度 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ工学専攻 5 10 5 10 

電子情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 5 10 10 20 

ﾓﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑ工学専攻 5 10 5 10 

計 15 30 20 40 

※変更する定員に下線
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イ. 学則変更（収容定員変更）の必要性

本学大学院は、学部における一般的並びに専門的な学識経験の基礎の上に、広い

視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要

する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的としている（大学院学則第 2条）。 

　また、本学は「人間味豊かな産業人の育成」を建学の精神として掲げ、これを実  

現するために「知・情・意」すなわち「知を磨き、情を育み、意を鍛える」ことを  

教育の基本理念としていて、この理念に従い①ものづくりに強い興味を持ち、新技  

術を開拓しようとする意欲のある人 ②高度の専門知識を身につけ、将来工学の分  

野で社会に貢献しようとする人 ③広範な工学や理学の知識を身につけ、技術者や  

研究者として活躍したいと意欲のある人を求める学生像、いわゆるアドミッション  

ポリシーとし、種々の入学試験を実施することによって、適切な入学者選抜を行っ  

ている。 

　そのような中で、急激な DXや AIの進展を背景に、高度情報専門人材へのニーズ  

が高まり、本学電子情報システム工学専攻の収容定員充足率は年々上昇しており、

また今年度から大学院副専攻プログラム「地域課題解決型高度 AI 教育プログラ

ム」も導入し、AI・データサイエンス（DS）の知識・技術を修得した高度情報専門

人材育成に向けてカリキュラムの高度化を図った結果、本専攻入学希望者は既に 10 

名を上回っているところである。将来的に見ても内閣府の試算によると、2030年に

は IT人材が約 60万人不足すると考えられていることや、「AI戦略 2022」では、日本

の AI技術力を支える人材の育成が重要な目標として位置付けられていることなどか

ら、高度情報専門人材に対するニーズは、今後一層高まっていくものと考えられ

る。 

 こうした状況を踏まえ、入学定員の見直しを行った結果、収容定員の変更を行う

必要性があると判断した。 
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ウ. 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容

(ア) 教育課程の変更内容について

課程の変更は行わないが、電子情報システム工学専攻では、「AIやデータ分析

（DA）の応用技術により、地域・企業のビックデータから課題を発見し、地域社

会の課題解決に挑む AI・DA の高度情報専門人材を育成する」ことを学修目標に

掲げ、学位の質保証について検討を続けていく所存である。 

 以上により、定員変更前の教育課程と比較して、同等以上の内容が担保されて 

いると判断する。 

(イ) 教育方法及び履修指導方法の変更内容について

本学では、大学院においても、企業・自治体と連携したアクティブラーニング

（PBL、インターンシップ等）に注力した教育に取り組んでいる。 

 今回の学則変更で教育方法及び履修指導方法の変更は特に行わないが、これま

での取り組みの拡大・深化・充実により企業等のニーズを踏まえた高度情報専門

人材の継続的な輩出が可能であると考えている。 

 以上により、定員変更前の教育方法及び履修指導方法と比較して、同等以上の

内容が担保されていると判断する。 

(ウ) 教員組織の変更内容について

現在、電子情報システム工学専攻には 13 名の教員が配置されており、このう

ち大学院修士論文指導教員は 9名である。 

 今後、AI・DS・DAなどの技術分野を専門とする教員を 3名程度新規採用する予

定であり、研究分野の幅を広げるとともに研究の高度化を図ることとしている。 

 また、ST比は、学則変更後で４名程度となり、無理なく手厚い研究指導を行う 

ことが可能である。 

 以上により、定員変更前と比較して同等以上の教員組織が担保されていると判

断する。 

(エ) 大学全体の施設・設備の変更内容について

大学全体の施設・設備については、変更はない。収容定員増加分の大学院生用

の自習室等については、余裕がある既存の施設・設備の活用により、専攻の他の

大学院生と同等の施設・設備環境を提供する。 

以上により、変更前と同等の施設・設備環境を維持できると判断する。 
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（１）学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

 ア 設置又は定員を変更する学科等を設置する大学等の現状把握・分析 

   2021年 3月に出された株式会社野村総合研究所の「データ駆動型社会の実現に 

  向けた高度 ICT人材に関する調査研究－最終報告書－」によると、多くの企業にお 

  いてデータサイエンスの知見を有する人材（以下「データサイエンティスト」とい 

  う。）に対する需要が高まっており、その実践的な知見を企業活動等に反映させ、 

  即戦力として活躍することが求められているとのことである。（資料 1） 

   また、企業等のデータサイエンティストの活用に関する需要、国内外のデータサ

イエンティストの育成に関する取組及び今後のデータ駆動型社会の一層の実現に

向けて求められる大学等でのデータサイエンティストの育成の在り方についての

調査の結果、必要人材はレベル的に内閣府の「AI 戦略 2019」で謳われているとこ

ろの応用レベルであり、所謂データサイエンスの分析手法を理解・実践し、課題解

決に活用することができる実践人材ということがわかった。 

   そのような背景のもと、本学大学院 工学研究科 電子情報システム工学専攻にお

けるディプロマポリシーである⑴電子・情報工学分野における高度な専門知識と問

題・課題発見能力および解決能力を身につけている⑵研究者や技術者に必要な倫理

観と国際性を備え、協働して社会の課題に取り組める⑶論理的な記述、プレゼンテ

ーション、コミュニケーションによりチームで仕事ができる⑷電子・情報工学分野

においてリーダーシップを取り、指導的役割を担えるといった、そのような能力を

身につけた学生が社会のニーズに応え貢献できると分析した。 

   検討の結果、現在、大学に課せられた使命のうちの 1つが、そのような人材を一

人でも多く輩出することだと判断し、定員の設定をした。 

 

 

イ 地域・社会的動向等の現状把握・分析 

「AI戦略 2022」では、「社会実装の推進」「教育改革」による日本の AI技術力を

支える人材の育成が重要な目標とされており、我が国において AI の実装を進める

ためには社会のデジタル化の更なる推進が必要である。しかし、我が国では、デジ

タル・グリーン等の成長分野の人材不足や理工系の学生割合が諸外国に比べて低い

状況にあり、更に社会経済情勢の変化、技術開発の動向等については、生産性や利

便性を飛躍的に高めるデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進が、産業、

教育、行政等のあらゆる分野において求められる一方、2030年には先端 IT人材が

約 60 万人不足するという調査結果がある。このような状況の中、本学の電子情報

システム工学専攻は、AI、データ分析・データサイエンス×工学による高度情報専

門人材の育成を目的とし教育を行い、毎年優秀な学生を輩出している。電子情報シ

ステム工学専攻の定員を増員することにより、人生 100年時代の地域社会課題の発

見、解決の一助になれると分析した。 
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ウ 新設学科等の趣旨目的、教育内容、定員設定等

内閣府の第 14回重要課題専門調査会での資料にもあるように、不足する AI人材

について、今後 2030年までに見込まれる AI人材の充足に向けた早急なる具体策の

検討が必要であると本学でも分析を行った。（資料 2） 

そこで電子情報システム工学専攻の収容定員の充足率が年々上昇していること、

更に、大学院副専攻プログラム「地域課題解決型高度 AI 教育プログラム」の導入

や、大学院科目等履修生制度を設けたこと、また学生納付金の減額決定をしたこと

により令和 5 年度の本専攻への入学希望者調べでは、既に 10 名を超える結果とな

っている。こうしたことを踏まえ検討した結果、令和 6 年度入学では入学定員 10

名を十分充足できるとの見解から、定員の設定をした次第である。 

一例ではあるが、教育プログラムの中に、「地域課題解決型高度 AI教育プログラ

ム特別講義」がある。内容は、地域課題解決に関わる学外の複数の学職経験者を招

き、データサイエンス・AIに関するテーマで最新の技術動向や研究動向等の講義を

集中的に行うものであり、講義を通じてより的確に地域課題の解決等に活用するた

めに必要となる高度な知識および能力（様々な角度から数理・データサイエンス・

AIをいかす視点）を修得するものである（令和 5年後期実施予定）。このような教

育プログラムが、地域社会のニーズを踏まえた人材育成の取組みとなっていること

により貢献度が高いものと判断する。 

エ 学生確保の見通し

A. 学生確保の見通しの調査結果

電子情報システム工学専攻と密接な関係にある本学工学部情報ネットワーク工

学科に対する入学希望者が増加している。さらにこの学科において女子率が高い商

業、実業系の高大接続事業、科目等履修による単位認定制度、入試における優遇制

度も検討している。また、今年度から大学院副専攻プログラム「地域課題解決型高

度 AI 教育プログラム」も導入し、AI・データサイエンスの知識、技術を修得した

高度情報専門人材の育成に向けてカリキュラムの高度化を図ったところである。こ

うした取り組みの結果、本専攻入学希望者は 10 名を上回っており令和 6 年度入試

で定員を 5名増員した場合でも、定員充足できる見通しが立っている。 

B. 新設学部等の分野の動向

近年、従来から AI に関する教育研究を実施してきた学部、大学院の教育が強化

される動きや、データサイエンス学科や人工知能学科の開設等、大学の AI 関連学

科が設置される等の動き（表 1参照）が見えた。 
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表 1 AI・データサイエンス系学部・研究科の設置動向 

また、令和 4年度第 2次補正予算で造成された基金による「大学・高専機能強化

支援事業」の支援 2 高度情報専門人材育成の確保に向けた機能強化（国公私立大

学・高専が対象）に選定された 51件のうち 1件が本学大学院 電子情報システム工

学専攻である。近隣大学では、九州大学、熊本大学、佐賀大学等といった国立が多

いが、支援 1の特定成長分野への再編等支援に選定された同分野を有する私立大学

である福岡工業大学は、情報関連の既設学科も志願者数は、とても多いのだが令和

6年には情報工学部に情報マネジメント学科を開設する予定である。 

以上のように、この分野への関心度は極めて高く、本専攻としても特化した教育

プログラムをもって高度情報専門人材の育成を目的としている為、検討・分析の結

果、定員を充足できると判断する。 

C. 中長期的な 18歳人口の全国的、地域的動向等

今回の届出は大学院（修士課程）のため、高校卒業生を入学生として想定してお

らず、該当なし。ただし、社会人も入学者として想定しているため、遠隔会議シス

テムやオンライン動画、メタバース・ラボの有効活用により、在宅履修で大学院の

単位を取得できる仕組みや長期履修制度など、社会人や留学生等が大学院に進学し

やすい学修制度を学内の主要会議である大学院研究科運営委員会や大学院研究科

委員会でも、毎月検討している。（地域社会人リカレント教育支援、休日の講義対

応の体制強化等） 

さらに検討後、実施できることから速やかに着手し、社会人受入れの環境整備を

段階的に進めていく。 

よって、中長期的に社会人の入学者も確保できると判断する。 

D. 競合校の状況

内閣府の試算によると 2030 年には、IT 人口は約 60 万人不足すると考えられて

おり、そのため IT・AI・データサイエンス等に精通する人材育成が急務である。ま

た文部科学省でも、多くの産業分野でデジタル化などの環境変化が進む中、専門分

野の知識・技能を世界標準のデジタルマインドスキルを併せ持つ人材育成が急務で

あるということで、大学において、DX設備等の教育環境を整備することになり、つ

大 学 学部・研究科 定 員 年 度 

滋賀大学 データサイエンス学部 100名 2017年 

東京農工大学 知能情報システム工学部 120名 2019年 

横浜市立大学 データサイエンス学部 60名 2018年 

中部大学 ロボット理工学専攻 12名 2018年 

武蔵野大学 データサイエンス学部 70名 2019年 
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いては、専門分野においてデジタル、データ分析等を実践する実験実習カリキュラ

ムを高度化し、デジタル化が進む産業分野をけん引する高度専門人材の育成を図る

ことを目的とした補助事業が打ち出され本学もその事業に採択された。 

また、「学長が付託する事項について検証、評価を行い本学の教育・研究の 改

善に資するため、提言を行うこと」を目的とし、外部有識者で組織された久留米工

業大学教育研究推進外部評価委員会があり、地域の産学官に関連する委員からも、

本学の課題解決型教育プログラムは高く評価され、今後も積極的に取り組み、それ

らの成果を上げることとの要望があった。 

さて、このような背景の中、同じように IT・AI・データサイエンス等に精通す

る人材育成を行っている大学は、福岡工業大学、崇城大学、九州産業大学や近畿大

学（福岡キャンパス）と近い所でも複数見受けられるが、中でも競合校といえば専

攻の基礎となる学科の定員も充足している福岡工業大学である。その福岡工業大

学大学院工学研究科修士課程であるが、8つの専攻から成り立っており、中でも本

学の電子情報システム工学専攻と教育内容が近しいのは、①情報工学専攻②情報

通信工学専攻③情報システム工学専攻である。上記①～③の専攻における志願者

数および入学者数については、以下の表 2に示す。 

表 2 志願者数、合格者数および入学者数（令和 5年度入試状況） 

専攻名 定員 志願者 合格者 入学者数 

① 情報工学専攻 10 17 17 17 

② 情報通信工学専攻 8   8   8   8 

③ 情報システム工学専攻 8 12 11 10 

表 2のように、各専攻は全て定員を充足し、情報系の学部、専攻をもつ大学とし

ての使命を果たしていると伺える。 

本学もまた福岡工業大学同様、高度情報専門人材を輩出すべく、カリキュラ 

ムにおいては、大学院に進学する工学部 4 年生を対象に「大学院科目等履修制

度」を設け、また大学院においては今年度から大学院副専攻プログラム「地域 

課題解決型高度 AI 教育プログラム」も導入し、カリキュラムの高度化を図った。 

 学生納付金においても、令和 6 年度からの引き下げを決定したこと、奨学生 

制度を見直すことによって経済的支援を行うこととした。 

 さらに、学生確保の施策として高大接続事業による入学生の選抜・確保に始

まり、学部では、地域課題解決型 PBL を通して実装力のある AI・DA 人材を育 

成し、大学院では、中長期インターンシップ等により社会人力を高めるといっ 

た「高校から大学院までの 9 年一貫教育プログラム」の実現を図っているとこ

ろである。 

よって検討・分析の結果、定員を充足できると判断する。 
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E. 既設学部等の学生確保の状況

工学研究科は、エネルギーシステム工学専攻、電子情報システム工学専攻、モ

ビリティシステム工学専攻から成り立つ。工学研究科の過去 5 年間の入学志願者

状況を以下に示す。 

表 3 工学研究科 入学志願者状況（過去５年間） 

また、今回収容定員変更をする専攻の基礎学科となる工学部情報ネットワーク

工学科の入学志願者状況は以下のとおりである。 

表 4 情報ﾈｯﾄﾜｰｸ工学科 入学志願者状況（過去５年間） 

区分 2019 2020 2021 2022 2023 

志 願 者 299 351 383 414 313 

受 験 者 294 347 375 408 312 

合 格 者 215 187 171 144 205 

入 学 者 115 117 101 102 91 

入 学 定 員 80 80 80 80 90 
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上記のように、大学院の入学者については年度によってばらつきがあるものの

基礎学科となる工学部情報ネットワーク工学科においては、定員を充足している。 

このような状況下、早い段階（学部生１年次）から大学院進学説明会を複数回

実施し、今年度から大学院副専攻プログラム「地域課題解決型高度 AI 教育プロ

グラム」を導入したことや、大学院科目等履修生制度を設計したことによって、

進学希望調査の結果、現在 10 名を上回っているため、継続していくことにより

定員を充足できると判断する。 

 

 

F. その他、申請者において検討・分析した事項 

特になし 

 

 

 オ 学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 

    学生確保に向けた具体的な取組として以下に主なもの示す。 

①授業料や単位取得に関する取組について 

近隣大学等との比較の結果、令和 6年度から大学院の学費を引き下げたことから 

始まり、現行の奨学生制度の見直しを行っている。また、地域企業での中長期有償

インターンシップ制度導入により、経済的な負担を軽減する予定である。 

   さらに、大学院副専攻プログラム「地域課題解決型高度 AI教育プログラム」の  

  導入や大学院科目等履修生制度を設けたことにより、令和 6年度の本専攻への入学

希望者がすでに 10名を上回った。 

 

②初等中等教育段階に関する取組について 

本学は、地域の教育委員会と連携し、初等中等教育段階の児童生徒に向けたプロ

グラミング教育、子ども科学教室などを長年実施してきた。令和 4 年度には、広川

町教育委員会からの依頼で、広川町 3校の小学校において「AIプログラミング教室」

を開催、また福岡教育大学付属久留米小学校と「メタバースによる地域課題解決の

総合的な学習」を実施した。令和 5 年度も「AI プログラミング教室」を継続開催。

今後、本学のオープンキャンパスなどでも、小・中学校の生徒が興味を持つであろ

う本学のメタバース・ラボを開放し体験する機会を設け、先端情報技術に対する興

味関心を涵攁する。その他、久留米市立高校の「総合的な研究の時間」における地域

課題解決の取組みを本学大学院生が技術的に支援する等連携を深め入学者確保に繋

げる。 

 

③女子学生、社会人学生、留学生等の確保に関する取組について 

令和 5 年度「新時代に対応した高等学校改革推進事業（創造的教育方法実践プロ

グラム）」に採択された伊万里実業高校の取組では、本学が高等教育機関としてコン
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ソーシアムに参画しており、メタバース・ラボを用いた高大接続事業を展開し、実

業系高校からの女子入学者確保を目指している。今後、商業・実業系高校との高大

接続事業や、科目等履修による単位認定制度、入試における優遇制度を検討し、ま

ずは、学部段階で優秀な女子学生を増やし、女子大学院生の確保に繋げる計画であ

る。また、遠隔システムやオンライン動画、メタバース・ラボの有効活用により、在

宅履修で大学院の単位を取得できる仕組みや、長期履修制度など、社会人や留学生

等が大学院に進学しやすい学修制度を現在検討している。なお、コロナの影響で中

断していた海外学術交流協定校との交流を再開し、留学生の受け入れ増加に努める

とともに、日本語学校からの留学生の受け入れも前向きに対応する。 

 

 

（２）人材需要の動向等社会の要請 

 ① 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

本学大学院のアドミッションポリシーは、学部における一般的並びに専門的な学

力を持つ人に広い視野に立って深い学識を授け、専門分野における研究能力又は高

度の専門性を要する職業等に必要な高度な能力を養うことを目的としており、もの

づくりに強い興味を持ち、さらに高度の技術力を身につけて社会において活躍した

いという強い意志を持った人を求めていると謳っている。また、電子情報システム

工学専攻では電子・情報工学の分野における基礎的な専門知識および技術者として

必要な倫理視、コミュニケーション能力を持つ人に、更に広い視点に立って深い学

識を授け、電子回路、知能制御工学、情報、計算機システム工学に関わる研究、開

発、設計及び生産技術などに対応出来る高度の専門能力を身につけた電子情報専門

技術者を育成することを目的とし、そのため本専攻では電子・情報工学の分野に興

味も持ち、この分野の高度な専門知識を身に付けて将来の情報化社会を担いたいと

いう意欲のある人を求めている。 

 

    

 ② 上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観 

   的な根拠 

経済産業省が発表した「IT 人材需給に関する調査レポート」において 2030 年に

IT人材が最大 79万人不足という試算が発表されている。 

また、経済産業省委託事業である、みずほ情報総研株式会社の「―IT人材需給に

関する調査－の調査報告書（2019年 3月）」にあるように、AI人材の需要が ITベン

ダーに限らずユーザー企業や組織で増加することが見込まれ、2030 年の AI 人材の

需給キャップを緩和する上では、AI 人材の生産性を上昇させるともに、企業等での

AI 人材の育成や大学からの AI 人材の供給を増やしていく必要があるとの調査結果

が出ている。さらに、AI人材需給ギャップ緩和に向けた方策の 1つして「大学等か

らの AI人材の供給力強化」と示されている。（資料 3） 

昨今の社会経済情勢の変化、技術開発の動向等については、生産性や利便性を飛
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躍的に高めるデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進が産業、教育、行政

等のあらゆる分野において求められている一方、成長分野をけん引する高度人材の

育成・輩出を担う大学の機能強化は、喫緊の課題であるが、我が国ではデジタル・

グリーン等の成長分野の人材不足や理工系の学生が諸外国に比べて低い状況にある

と言われている。そのような状況下、本学では令和 2年度から地域課題を AI技術に

より解決する産学連携 PBLを実施してきた。本 PBLへの参加希望企業、自治体は年々

増加しており、地域の社会人リカレント教育にも繋がっている。さらに、文部科学

省の MDASH リテラシー＋、応用基礎＋に選定された学部 AI 教育を基に、大学院で

は、発展・継続した「地域課題解決型高度 AI教育プログラム」を展開する。 

本教育プログラムでは、AI・DA・DS などの先端情報技術を修得した大学院生が、

PBL で本学や他大学の学生、地域社会人とともに人生 100 年時代の地域社会の課題

を解決する。また中長期のインターンシップでは、企業の課題に DX化で挑むといっ

た地域社会のニーズを踏まえた人材育成の取組となっている。 

学生確保（本文） ― ９



学生確保の見通し等を記載した書類 

資 料 目 次 

【資料１】株式会社野村総合研究所 データ駆動型社会の実現に向けた高度人材 

・・・・・・p.2

・・・・・・p.13

    ICT に関する調査研究―最終報告書― 2021 年 3 月

【資料２】内閣府 人工知能技術戦略会議の検討状況 2018 年 4 月 

【資料３】みずほ情報総研株式会社 ―IT 人材需給に関する調査― 

調査報告書 2019 年 3 月 ・・・・・・p.16

学生確保（資料） ― 1



データ駆動型社会の実現に向けた
高度ICT人材に関する調査研究
－最終報告書－

2021年3月

株式会社野村総合研究所
コンサルティング事業本部
DXコンサルティング部
社会システムコンサルティング部

本報告書では、データ分析に関わるスキルを「データサイエンス」、データサイエンスのスキルを有する人材を「データサイエンティスト」と
表記しております。また、デジタルトランスフォーメーションを「DX」、データサイエンス協会を「DS協会」と表記する箇所があります
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本調査の背景と目的

近年、IoT、ビッグデータ、ロボット、人工知能等による技術革新を背景とした第４次産業革命による
産業構造の変化の進展や、第５世代移動通信システム（５G）による膨大なデータの収集により、
データがより大きな価値を持つようになっている。
これに伴い、情報科学、統計学等の知見を駆使したデータ分析により新たな価値の発見・創出を行う
学問（以下「データサイエンス」という。）の重要性が増しているとともに、また、幅広い分野での
データの利活用を見据えたリビングテストベッド構想も提唱されてきている。
そのため、多くの企業においてデータサイエンスの知見を有する人材（以下「データサイエンティスト」とい
う。）に対する需要が高まっており、その実践的な知見を企業活動等に反映させ、即戦力として
活躍することが求められている。
一方、今後本格的な人口減少社会に突入する我が国において、国際競争力を強化し、持続可能な
経済成長を実現する観点からも、各産業においてデータを有効活用し、データ駆動型社会の実現を
図る必要がある。そのためにもデータサイエンティストの育成とその活用が必須であり、様々な取組が
行われているところである。
このような背景のもと、本請負では、企業等のデータサイエンティストの活用に関する需要、国内外の
データサイエンティストの育成に関する取組及び今後のデータ駆動型社会の一層の実現に向けて
求められる大学等でのデータサイエンティストの育成の在り方について調査を行うものとする。
なお、本調査の取りまとめにあたっては各企業・大学の共通見解だけでなく、一部の企業や大学による
コメント内容についても掲載している。
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本事業の全体像

(1) データサイエンティストの活用
に対する企業等ニーズ調査

(2) データサイエンティストの育成
に関する取組調査 (3) 結果のとりまとめ

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

調
査
方
法

 調査仮説の設計
 文献調査
 企業ヒアリング調査

（国内8社、海外3社に実施）

 調査仮説の設計
 文献調査
 大学等教育機関ヒアリング調査

（国内6大学、海外2大学に実施）

 下記観点にもとづくギャップ分析
‐ データサイエンティスト活用に対する需要と、

データサイエンティスト育成の取組間のギャップ
‐ 国内外の大学等でのデータサイエンティスト育成

取組間のギャップ
‐ 国内外の企業でのデータサイエンティスト活用に

対する需要間のギャップ
 ギャップ分析にもとづく、今後必要な

データサイエンティストの活用・育成の促進
に関わる視点・取組方向性を提案

【国内】
データサイエンティスト育成の方向性、
および大学等での取組事例

【海外】
データサイエンティスト育成の方向性、
および大学等での取組事例

ギャップ
• 我が国で必要とされる
データサイエンティスト像

• データサイエンティストの
活用・育成に向けた視点

• 上記視点にもとづく
取組促進のための方向性

【国内】
データサイエンティスト活用に対する需要
（活用イメージ、求める姿など）

【海外】
データサイエンティスト活用に対する需要
（活用イメージ、求める姿など）

ギ
ャッ
プ

ギ
ャッ
プ
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本調査では、ヒアリングをもとに定義したデータサイエンスのスキル、および人材レベルごとに
現状と活用・育成に向けた視点を整理し、最終的に取組促進のための方向性をとりまとめた。

結果のとりまとめ ：検討フロー

検討の流れ

内
容

検
討
ア
プ
ロ
ー
チ

我が国で必要とされる
データサイエンティスト像

データサイエンティストの
活用・育成にむけた視点

視点（左記２）にもとづく
取組促進のための方向性

•我が国に必要とされる、
データサイエンティストの人材像
（スキル × レベル）

•データサイエンティストの活用に向け、
企業・大学が重視する視点

•データサイエンティストの更なる活用
に向けて企業・大学・政府が取り
組むべき方向性

３２

ヒアリングをもとに、企業・大学で
求められるデータサイエンスの
スキルを定義

上記スキル定義をもとに、
我が国に必要とされる
データサイエンティストの人材像を
レベル別に定義

レベル別の活用・育成の現状を
踏まえ、活用や育成をするうえで
重要な視点を抽出

左記視点に基づき、
更なる取組促進に向けた方向性
を整理

上記方向性に対応した提言
（企業／大学／政府）を
具体化

1
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データサイエンティストのレベルについて、レベル別に求められるスキル要件に応じて
「最先端人材」「実践人材」「リテラシー人材」の3つに分類した。

ヒアリング結果概要（我が国で必要とされるデータサイエンティスト像） ：求められるレベル

 データサイエンスを詳細な理論から理解・実践
し、事業の創出や分析手法の提案ができる

 複数のスキルについて高水準である
 責任者としてチームをマネジメント

人材レベルと要件※2

• R&Dなどによる最新の研究・業界の
先進事例に触れる機会を付与

• データサイエンスを実際のサービスや
アプリに落とし込む実装力の内製化

 データサイエンスの分析手法を理解・実践し、
課題解決に活用することができる

 各スキルについて、いずれかに強みを持つ
 RやPythonなどのプログラミング言語を活用

 データサイエンスの基礎知識を理解し、簡単な
分析や集計を実施することができる

 各スキルについて、最低限のリテラシーがある
 エクセルやBIツールを活用

応
用

リ
テ
ラ
シ
ー

※1）内閣府のAI戦略2019、DS協会が定めたスキルレベルを参考にNRI作成
※2）前提となるデータサイエンティストのスキル定義については次頁にてご説明

エ
キ
ス
パ
ー
ト

業
界
の
代
表

見
習
い

独
り
立
ち

棟
梁

DS協会AI戦略企業での活用状況 教育機関での育成状況

• 海外を含めた最先端の研究を
進められるカリキュラム編成

• 実際の企業課題や社会問題に
触れる機会の充実

• データ分析を行うために必要な
データ蓄積と分析基盤の構築

• データサイエンスを実際の業務で
活用できるPJTやチームの組成

• 業務を通じたドメイン知識の提供

• データを使って、課題解決ができる
カリキュラム編成

• 専門分野×データサイエンスの視点

• データサイエンスを活用できる
業務範囲の拡大

• 社内文化やリテラシーの向上
• 誰でも使うことのできるツールの整備

• 学生・社会人向けの基礎教育を行う
カリキュラム編成

• リベラルアーツとしての社会的認知

データサイエンティストの人材レベル※1

リテラシー
人材

実践
人材

最先端
人材

出所）文献調査、ヒアリングに基づきNRI作成
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データサイエンスに求められるスキルについては、DS協会の区分と概ね一致。特に、ビジネス力
に該当する“企業で実際に活躍するためのドメイン知識”が重視されている結果であった。

ヒアリング結果概要（我が国で必要とされるデータサイエンティスト像） ：求められるスキル

求められるスキル
企業による言及 大学による言及スキルの定義※

データ
エンジニア
リング

 データサイエンスを意味のある
形として扱えるようにして、
実装・運用する力

• バックエンドの舞台については、
コーディングスキルが重要。

• 採用時には、最低限のプログラミングスキルは
必要である。

• データエンジニアリング・データ分析・価値創造の
3つを重視して育成。

• 各種スキルセットは前提として必要。

データ
サイエンス

 情報処理・人工知能・
統計学などの情報科学系の
知恵を理解し使う力

• AIや統計・データサイエンススキルは最低限外部で
身につけてほしい。

• 採用という点では、
一通りの分析スキルがあれば十分である。

• 分析手法の活用のみならず、その背景にある
統計・機械学習の数学的理解もしてほしい。

• データエンジニアリング・データ分析・価値創造の
3つを重視して育成。

ビジネス

 課題背景を理解し、ビジネス
課題を整理・解決に導く力

• コンサルタント人材は、データリテラシーを持ったうえ
でビジネス適用力が欲しい。

• アジャイル的にPDCAを回すことのできる人材が
望ましい。

• ３つのデータサイエンススキルの中で、特に問題解
決のサイクルを実現できる人材が必要と認識。

• 企業が求めるような現実問題を解決できる学生を
育てたいと認識。

DS

協
会
の
ス
キ
ル
区
分

※）DS協会のスキルチェックリストを参考にNRI作成

スキル

• ドメイン知識を入社後に身に着けてもらいたい。
• 企業で活躍するために、会社の風土や文化
に対する適応性も見たい。

• データサイエンス活用にはマネジメント・ドメイン・
サイエンスの3領域の協力が必要である。

 業界理解や自社の知識・適
応といった『企業で実際に活
躍するために重視』される力

課題解決

ドメイン

出所）文献調査、ヒアリングに基づきNRI作成
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人材レベル別に企業・大学が特に重視する視点を整理すると、
「最先端人材の拡充」「実務に近い経験の充実」「学習機会の拡大」が挙げられた。

ヒアリング結果概要（データサイエンティストの活用・育成にむけた視点） ：人材レベル別

データサイエンティスト活用・育成に向けた企業・大学の視点：人材レベル別

視点 企業による言及 大学による言及

最先端
人材の拡充

• ビジネス力・技術力を高レベルで両立する人材が
非常に少ない。社内でも数人しかいない。

• 数理系の博士人材は年間150名ほどで、
採用マーケットにほとんど出てこない。

• 給与面などでデータサイエンティスト向けの特別待遇は
なく、他職種と同水準である。

• 国内企業と海外企業を比較すると、現状では海外の方
がデータサイエンティストの待遇が高いように感じる。

• スキル採用が普及推進の段階であることもあり、職業と
しての知名度や人材不足へも影響していると考えられる。

実務に近い
経験の充実

• 実際の現場に適用することと理論を知っていることとの
ギャップは大きい。分析演習でつまずくこともある。

• 実際に現場で活躍するために、
入社後はドメイン知識を身に着けてほしい。

• 実際のビジネス課題に近い領域については、前提となる
データが機微となるものであり、教育機関では汎用的に
ならざる得ない側面がある。

学習機会
の拡大

• 大学によるデータサイエンスのプログラムや社会人向けの
講座については近年整備・展開がすすみつつも、企業側
として認知をしきれていなものもある。

• 統計学や手法のみではなく、データサイエンス全体を
俯瞰的に把握したうえで実践的に教育できる教員の更
なる確保が重要。

• データサイエンスを学ぶ学生の教育を今まで以上に拡大
していくために、更なるリソースの拡充も期待されている。

最
先
端

レベル

実
践

リ
テ
ラ
シ
ー

国内・海外の比較

 国内活用途上企業で
は、採用段階で明確
に役割が定義されてい
ない

 国内・海外ともに、
教員は不足している

 海外では、産学連携
を採用活動の一環と
捉えている

 国内では、実業務
機会としてのインターン
活用が不十分

類似点 相違点

出所）文献調査、ヒアリングに基づきNRI作成
学生確保（資料） ― 8
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活用・育成の視点にもとづく取組促進のための方向性としては、下記が想定される。
視点をふまえた取組促進のための方向性

データサイエンティスト活用・育成の視点にもとづく取組促進のための方向性

活用・育成の視点 取組促進のための方向性 国内・海外先進事例からの具体的示唆

最先端人材
の拡充

実務に近い
経験の充実

学習機会
の拡大

雇用方法・形態の変更による待遇改善

データサイエンス専門の
インターン・ハッカソンなどの開催

社会人のデータサイエンス学び直し

既存教材の周知と
社会人教育のマネタイズ

最
先
端

実
践

リ
テ
ラ
シ
ー

• ジョブ型雇用によって高度なデータサイエンティストの
ベース待遇をアップさせている。
副次的に、人材の流動性向上と将来的な知名度
向上・人材増加を見込むことも出来ている。

• 企業側がインターンやハッカソンを開催し、学生が実務に
近いデータや体験に触れる機会を増やしている。

• MBAなどで社会人がデータサイエンスを学ぶことで、
実務的な視点をもったまま知識・技術を習得できる。

• 学生・社会人向けに既存カリキュラムやオンライン教材を
周知。社会人教育は、大学が子会社などを通じて
マネタイズしている。

企業から大学への実務経験のある
データサイエンティストの招致

（※実践人材、リテラシー人材両面で有用）

• 企業でデータ分析経験のある人材に講師などを依頼。
受講した学生にデータサイエンス活用の全体像の理解を
促すことが可能。

1

2

3

4

5

1

2

3

4

5
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各方向性の実現に向け、企業／大学／その他、それぞれの協調した取り組みが期待される。
視点をふまえた取組促進のための方向性

取組促進のための方向性 各方向性の実現に向けた取組（例）

 雇用方法・形態の変更に
よる待遇改善

1  高度人材のジョブ型採用に向けたスキル・評価の設計【企業】
 社内高度人材のジョブ型評価の導入【企業】
 ジョブ型採用に必要な検討・手続きの雛形作成【政府・業界団体等】

 データサイエンス専門のインター
ン・ハッカソンなどの開催

 社会人のデータサイエンス
学び直し

2

3

 企業から大学への実務経験
のあるデータサイエンティストの
招致

4

 既存教材の周知と
社会人教育のマネタイズ

5

データサイエンス活用推進に向けては、上記の記載内容に取り組むことが考えられる

 データサイエンス系インターンの実施可能領域の棚卸【企業】
 データサイエンス学び直し制度および学習後活用体制の設計【企業】
 データサイエンス系インターンの情報提供と単位取得の促進【大学】
 既存授業へのデータサイエンス系インターン・ハッカソンの組み込み【大学】
 政府と企業・大学が連携したデータ分析の予測スコアを競うコンテストの開催【政府・業界団体等】

 客員教授やアドバイザーとしてのデータサイエンティスト登用【大学】
 自企業のPRを目的に含めたデータサイエンティストの講演会などの開催【企業】
 大学での教員経験を可能にする制度設計【企業】

 公開カリキュラムや教材と現行授業内容との比較【大学】
 子会社等を通じた社会人教育・マネタイズのスキーム検討【大学】
 リテラシー向け既存オンライン教材の比較【企業】
 社内での実験的導入【企業】

学生確保（資料） ― 10
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本調査結果のまとめ

本調査では、文献調査、および企業・大学へのヒアリングを通じて、
1. 我が国で必要とされるデータサイエンス像、2. データサイエンティストの活用・育成にむけた視点、
3. 視点をふまえた取組促進のための方向性、の3つについて整理した。

1. 我が国で必要とされるデータサイエンティスト像（レベル別・スキル別）
 データサイエンティストのレベルとしては、レベル別に求められるスキル要件に応じて
「最先端人材」「実践人材」「リテラシー人材」の3つに分類した。

 データサイエンスに求められるスキルについては、DS協会の区分（ビジネス力、データサイエンス力、データエンジニ
アリング力）と概ね一致。くわえて、特にビジネス力に該当する“企業で実際に活躍するためのドメイン知識”が
重視されている結果であった。

2. データサイエンティストの活用・育成にむけた視点
 人材レベル別に企業・大学が特に重視する視点を整理すると、
最先端人材では「最先端人材の拡充」、実践人材では「実務に近い経験の充実」、
リテラシー人材では「学習機会の拡大」が挙げられた。

3. 視点をふまえた取組促進のための方向性
 データサイエンティスト活用・育成の各視点にもとづく取組促進のための方向性としては、
「①雇用方法・形態の変更による待遇改善」「②データサイエンス専門のインターン・ハッカソンなどの開催」
「③社会人のデータサイエンス学び直し」「④企業から大学への実践経験のあるデータサイエンティストの招致」
「⑤既存教材の周知と社会人教育のマネタイズ」の５つが想定された。
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はじめに 

 

IT 人材は、我が国の IT 産業の産業競争力強化に加えて、企業等における高度な IT 利活

用、デジタルビジネスの進展等を担っている。特に、AI やビッグデータを使いこなし、第

４次産業革命に対応した新しいビジネスの担い手として、付加価値の創出や革新的な効率

化を通じて生産性向上等に寄与できる IT 人材の確保が重要となっている。 

一方で、少子高齢化が進む中、人材確保が難しくなっていることに加えて、技術進展が

進む IT 分野では、需要構造が変化し、人材に求められるスキルや能力が変化するため、需

要構造に対応した IT 人材を確保していくことが求められている。こうした課題に対し、今

後の IT 人材の需要と供給の動向を踏まえ、その確保に向けた方策を検討する必要がある。 

本調査分析では、IT 人材の需給状況を分析するため、最新の統計等を用いるとともに、

IT 人材の生産性のほか、新卒 IT 人材供給、今後の IT 需要構造等を考慮した試算を行った。

その結果によれば、IT 人材の需給の状況や需要と供給の差（需給ギャップ）は、IT 需要の

伸び、生産性上昇等に影響されるほか、IT 需要構造の変化による不足や余剰が生じる可能

性があることが示された。この結果は、今後、必要な IT 人材を確保するためには、単に

IT 人材の数を増やすのではなく、生産性の向上や需要増が予想される先端技術に対応した

人材の育成が重要であることを示唆している。 

また、第４次産業革命の推進において、今後の最重要技術ともいえる AI の担い手であ

る AI 人材の需給の試算を実施した。企業等では、AI の活用によるイノベーションへの取

組が始まる中、その担い手である AI 人材の確保が難しい状況にある。他方、我が国で将

来の AI 人材の需給の見通しは示されておらず、AI 人材確保のための対策が描きにくい状

況にある。こうした課題を踏まえて、本調査分析では、今後の AI 人材の需給を示すこと

でその検討の材料を提供した。 

 

IT の活用は、様々な産業の生産性向上や人口減少時代の社会課題の解決の鍵を握ってい

る。その担い手である IT 人材育成には一定の時間と投資が必要であることを踏まえると、

我が国の IT 人材の確保に向けて有効な取組や施策を迅速に進めていく必要がある。今回の

調査分析が、その取組や施策の一助となることを期待したい。 
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1 

第1章 事業概要 

1. 背景と目的 

(1) 背景 

経済産業省が平成 28年 6月に公表した「IT人材の最新動向と将来推計に関する調査1」

によれば、IT 需要が今後拡大する一方で、我が国の労働人口（特に若年人口）は減少が

見込まれ、IT 人材の需要と供給の差（需給ギャップ）2は、需要が供給を上回り、2030

年には、最大で約 79 万人に拡大する可能性があると試算されている。 

IT 人材は、我が国の IT 産業の産業競争力強化のほか、企業等における高度な IT 利活

用、デジタルビジネスの進展等を担っている。特に AI（Artificial Intellegence：人工知能）

やビッグデータを使いこなし、第４次産業革命に対応した新しいビジネスの担い手とし

て、付加価値の創出や革新的な効率化等により生産性向上等に寄与できる IT 人材の確保

が重要となっている。 

こうした状況を踏まえ、「未来投資戦略 20173（平成 29 年 6 月 9 日閣議決定）」におい

て、第４次産業革命下で求められる人材の必要性・喫緊性を明確化するため、経済産業

省、厚生労働省、文部科学省等が連携して IT 人材需給を把握する仕組みを早期に構築す

ることとされた。 

 

(2) 目的 

上記を踏まえ、本調査分析では、第４次産業革命に対応した IT 人材の需給状況を把握

する手法について検討を行うとともに、各種条件のもとでの試算を行い、その試算結果

を取りまとめた。 

 

  

                                                        
1 経済産業省「IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査結果を取りまとめました」 

http://www.meti.go.jp/press/2016/06/20160610002/20160610002.html 
2 本報告書では、需要と供給の差を需給ギャップと略する場合がある。需給ギャップは、需要が供給を上回る（人

材不足）場合と供給が需要を上回る（人材余剰）の場合がある。 
3 未来投資戦略 2017―Society 5.0 の実現に向けた改革― 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/miraitousi2017_t.pdf 
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2. 実施内容 

本調査分析の実施内容を以下に示す。 

 

(1) 調査および試算に関する業務 

前頁の目的を踏まえ、以下の２つの業務を実施した。 

 

① 委員会の開催及び委員会事務局業務 

第４次産業革命による産業構造の変化を踏まえて、IT 人材及び AI 人材の需給につい

て、調査の実施手法や示すべきデータ等を議論するための検討会（IT 人材需給調査に関

する検討会）を開催し、試算手法や試算結果等についての検討及び取りまとめを行った。 

その検討においては、経済産業省が過去に公表した人材需給調査の結果及び手法の特

性等を踏まえて、新たな手法を検討・適用した上で、下記の②の結果を分析し、とりま

とめたほか、議論・検討に必要な各種資料の作成・準備等を行った。 

 

② 人材需給に関する試算の実施 

文部科学省が実施する「学校基本調査」及び厚生労働省が実施する「雇用動向調査」、

総務省が実施する「国勢調査」のデータ等のほか、経済産業省により指定された調査（独

立行政法人情報処理推進機構（IPA）が別途実施した IT 人材に関する調査（以下、「IPA

企業アンケート調査」という。下表参照））の結果等を活用し、IT 人材及び AI 人材の需

要及び供給に関する試算・分析を行った。 

表 1-1 IPA企業アンケート調査4の概要 

実施期間 2018 年 10 月初旬～11 月初旬 

調査対象企業数 

及び回答率 

・IT ベンダー：回答 1,206 社／送付 3,000 社（回答率：40.2％） 

・ユーザー企業：回答 967 社／送付 3,000 社（回答率：32.2％） 

 

試算の実施においては、将来（2019～2030 年）に想定される産業の状況を踏まえた需

要を想定し、現在及び将来における IT 人材及び AI 人材の供給についての試算・分析を

行った。 

また、検討会での議論の参考となる関連調査を実施し、必要な資料等を作成した。 

 

(2) 調査報告書の作成 

上記(1)の調査及び試算に関する業務において実施した内容を調査報告書として取り

まとめた。 

 

                                                        
4 本調査は、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）の「IT 人材動向調査」の一部として実施された。 
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3. 実施体制 

本調査分析の実施体制を図 1-1 に示す。本調査分析は、経済産業省（商務情報政策局 

情報技術利用促進課）からの委託を受けて、以下の体制で実施した。 

 

 

図 1-1 実施体制 

 

図 1-1 の「IT 人材需給調査に関する検討会」の構成員を次頁に示す。また、検討会の

概要は第 6 章に示す。 

 

  

経済産業省
商務情報政策局 情報技術利用促進課

みずほ情報総研株式会社
経営・ITコンサルティング部

IT人材需給調査に関する検討会

【調査協力】
独立行政法人 情報処理推進機構

社会基盤センター
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4 

IT 人材需給調査に関する検討会 

構成員名簿5 

 

＜座長＞ 

阿部 正浩 中央大学 経済学部 教授／経済学研究科 委員長 

 

＜構成員＞ 50 音順 

足立 祐子 ガートナージャパン株式会社 

リサーチ＆アドバイザリ部門 CIO リサーチグループ 

ディスティングイッシュト バイス プレジデント アナリスト 

城田 真琴 株式会社野村総合研究所 

デジタル基盤イノベーション本部 デジタル基盤開発部 

リサーチ＆ナビゲートグループ  

グループマネージャー／上級研究員 

杉山  将 理化学研究所 革新知能統合研究センター センター長 

東京大学 大学院新領域創成科学研究科 複雑理工学専攻 教授 

田口  潤 株式会社インプレス IT Leaders 編集部 編集主幹 兼 プロデューサー 

宮川 幸三 立正大学 経済学部 教授 

 

＜オブザーバ＞ 

内閣官房 日本経済再生総合事務局 

総務省 情報流通行政局 

文部科学省 総合教育政策局 

厚生労働省 政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）付 

経済産業省 経済産業政策局 

独立行政法人情報処理推進機構（IPA）社会基盤センター 

 

＜事務局＞ 

経済産業省 商務情報政策局 情報技術利用促進課 

みずほ情報総研株式会社 コンサルティンググループ 経営・IT コンサルティング部 

 
 

                                                        
5 役職は 2019 年 3 月時点のもの。 
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第2章 IT人材需給に関する調査の構成 

本調査では、第４次産業革命に対応した IT 人材の需給状況を把握する手法について検

討を行い、必要な調査及び試算を実施した。 

 

IT 人材の需給状況に関しては、今後、AI、IoT、ビッグデータ等の先端 IT 技術の利活

用に向けた需要が増大することを踏まえ、①IT 人材の総数と合わせて、②IT 人材を「従

来型 IT 人材」及び「先端 IT 人材」に区分した際の需給の試算を実施した。本調査分析

では、①及び②を「IT 人材に関する需給調査」と呼ぶ。 

また、近年、AI 活用の需要が増加し、第４次産業革命に対応した新しいビジネスの担

い手として、今後も AI に関する人材の需要が増加すると見込まれることから、③AI に

関する人材（以下、「AI 人材6」という。）の需給についての試算を実施した。本調査分

析では、③を「AI 人材に関する需給調査」と呼ぶ。 

 

なお、①～③の試算に関しては、試算の実施に必要なデータの一部が存在しない場合

があるほか、今後の様々な環境変化が需給に影響を与えることなどが考えられるが、そ

の変化を定量化することが容易ではないといった理由から、いくつかの前提、仮説・条

件を設けている。こうした仮説・条件に対する考え方は、各章に示した。 

また、③の AI 人材に関する需給調査における AI 人材の一部は、①で試算した IT 人

材、②で試算した高度な IT 人材（先端 IT 人材）に含まれると考えられるが、今回の調

査では、IT 人材に関する需給調査と AI 人材に関する需給調査はそれぞれ別の設問とし

て実施されたことや、AI 人材には、ユーザー企業の事業部門や研究開発部門に属する人

材が含まれることなどから、①、②の人材に③の全ての人材が包含されない点に留意が

必要である。そのため、一部、両者の試算結果の整合が取れない場合がある。 

 

なお、前述のとおり、本調査分析は、一定の仮説・条件に基づくものであるため、今

回適用した仮説・条件等が大きく変化した場合には、試算結果やその解釈も大きく異な

り得る可能性があることにも留意されたい。 

 

  

                                                        
6 本調査における AI 人材の定義については、AI 人材に関する需給調査の章に示す。 
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第3章 IT人材に関する需給調査 

本章では、第 2 章で示した①IT 人材全体数、及び、②従来型 IT 人材／先端 IT 人材に

ついての需給の試算方法および試算結果を示す。 

 

1. IT 人材全体数に関する需給調査 

1.1 IT 人材需給の試算の対象 

我が国の IT 人材としては、図 3-1 に示したように情報サービス・ソフトウェア企業

（Web 企業等を含む）において IT サービスやソフトウェア等の提供を担う人材に加えて、

IT を活用するユーザー企業の情報システム部門の人材、ユーザー企業の情報システム部

門以外の事業部門において IT を高度に活用する人材、さらには IT を利用する一般ユー

ザー等が存在する。 

本調査分析では、平成 27 年国勢調査において IT に関する職業である「システムコン

サルタント・設計者」、「ソフトウェア作成者」、「その他の情報処理・通信技術者」を対

象に試算を実施した。試算の対象とした IT 人材は、主に情報サービス業及びインターネ

ット付随サービス業（IT サービスやソフトウェア等を提供する IT 企業）及び、ユーザ

ー企業（IT を活用する一般企業）の情報システム部門等に属する IT 人材と位置付けら

れる。 

 

 

図 3-1 IT 人材の分布と今回の試算の対象とした IT 人材 

（出所）みずほ情報総研作成 

 

なお、昨今、IT を高度に活用したビジネス（例えばデジタルビジネスなど）をデザイ

ンする人材（上図の現場 IT 人材（デジタル人材））の重要性が注目されているが、こう

▼ 2030年までの試算対象とするIT人材
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ザ
ー
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（
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ザ
ー
）情報ｼｽﾃﾑ部門 情報ｼｽﾃﾑ部門以外（事業部門等）

ITベンダー ユーザー企業

■ 現場IT人材（デジタル人材）

ユーザー企業のデジタル化を推進するための
組織（例えば「デジタルビジネス事業部」など）
に所属する人材
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した人材は、国勢調査では、「システムコンサルタント・設計者」、「ソフトウェア作成者」、

「その他の情報処理・通信技術者」と回答していない可能性があり、本調査の直接的な

調査対象とは位置づけられていない点に留意が必要である。 

 

  

学生確保（資料） ― 26



 

8 

1.2 IT 人材需給の試算の考え方 

IT 人材需給の試算では、IT 関連市場を担う人材数を「供給」、人材需給ギャップによ

り実現されていない潜在的な需要まで含めた IT 人材需要を「需要」と表現し、「需要」

と「供給」の差を IT 人材の「需給ギャップ」と表現する（需給ギャップは、需要が供給

を上回る場合のほか、下回る場合もある）。 

 

 

図 3-2 IT 人材需給の試算のイメージ 

（出所）みずほ情報総研作成 

 

図 3-2 の IT 人材供給に関しては、総務省による平成 27 年国勢調査の公表結果、文部

科学省による学校基本調査等の結果、IT 人材需要に関しては、IT 需要の将来見通しを利

用し、2030 年までの IT 人材需給を試算する。 

 

 

図 3-3 IT 人材供給の試算イメージ 

（出所）みずほ情報総研作成 
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1.3 IT 人材需給の試算方法 

1.3.1 IT 人材供給の試算方法 

(1) IT 人材供給計算の基礎式 

IT 人材供給の試算には、下記の IT 人材数の推移に関する基礎式（ポピュレーション

バランス式、population balance equation: PBE7）を用いて１年単位で時間を発展させ、2030

年までの年齢別の IT 人材数を計算する。 

 

𝑓𝑛
𝑇 − 𝑓𝑛−1

𝑇−1 = −𝑠2 ∙ 𝑓𝑛−1
𝑇−1 + 𝑆1 

𝑓: IT 人材数(供給), 𝑛:年齢(18～64), 𝑇:年(西暦) 

𝑠2:離入職による変動率（離職率 − 入職率） 

𝑆1:国内教育機関からの新卒入職者 

 

なお、上記の基礎式の初期値は、最新の国勢調査（平成 27 年調査）を用いる。また、

IT 人材は、18 歳～64 歳8の人材とする。 

 

(2) IT 人材数の総数 

T 年における IT 人材（全体）数は、上記の基礎式により計算された年齢別の IT 人材

数𝑓𝑛
𝑇の年齢合算により計算される。 

 

(3) 新卒 IT 人材就職数 

専門学校・大学・大学院等からの新卒 IT 人材就職数は、文部科学省「学校基本調査」

の卒業・修了者数のうち、卒業・修了後の進路として「情報処理・通信技術者」の就職

数を用いる。ただし、(1)の基礎式では、年齢単位の就職数が必要となるが、就職数の年

齢別のデータは入手できないため、浪人・留年を考慮した卒業・修了年齢を考慮し、各

年齢別の IT 人材就職数を算出する。 

将来の新卒 IT 人材入職数に関しては、人口動態と IT 人材への就職割合変化を考慮す

る。将来の学生数の減少の影響は、就職者が当該年度の人口数の減少割合（総務省「人

口推計」）に比例すると仮定する。 

また、IT 人材への就職割合の増減変化率（IT 入職者数／全就職者数）に関しては、近

年 IT 人材への就職割合が上昇していることから、このトレンド（2010～2017 年までの

平均：0.13%／年の伸び）が 2030 年まで継続すると仮定する。上記を踏まえた新卒 IT

人材就職数の算出式は、次のとおりである。 

 

                                                        
7 PBE は人口年齢分布の推移を推計する際に適用される。今回は、IT 人材推移の推移・試算にこの考え方を適用し

た。 
8 65 歳を超える人材が IT 人材として活躍することも想定されるが、ここでは企業等での活躍を想定した 64 歳まで

の人材を試算の対象とした。 
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𝑆1 = (𝐴 ∙ 𝑥𝑛) ∙ 𝑒𝑛 ∙ 𝑦 

𝐴: IT 関連職種への就職者数（2017 年）,  𝑥𝑛:浪人・留年係数9 

𝑒𝑛:人口変動率(2017 年基準10),  

𝑦:就職者のうち IT 関連職種への就職割合の増減変化率（2017 年基準） 

 

具体的な新卒 IT 人材入職数の推移は、下図のとおりである。 

 

図 3-4 「情報処理・通信技術者」としての就職者数及び IT 人材としての就職割合 

※ 2018 年以降は、みずほ情報総研が 2010 年以降のトレンドをもとに試算した値 

（出所）文部科学省「平成 28 年度学校基本調査」をもとにみずほ情報総研作成 

 

(4) 入職・離職率 

各年齢の IT 人材の増減に影響する入職・離職割合は、ネットとして増減の割合を示す

「離職率－入職率」を用いて計算する。試算対象の IT 人材の「離職率－入職率」のデー

タが存在しないため、2005 年、2010 年国勢調査と 2015 年国勢調査の結果から、年齢推

移した上での増減割合を「離職率－入職率」とみなす11。 

なお、本試算では、「離職率－入職率」は、厚生労働省の雇用動向調査によれば、情報

通信業の男女別の離職率に大きな差異が見られない12ことから、性別による違いは考慮し

ていない。 

                                                        
9 IT 人材として入職する新卒人材について、浪人・留年等の影響による入職時の年齢別の新卒人材の割合を算出す

るための係数。 
10 2017 年のデータを 1 とした時の変化率に換算。 
11 5 年間、IT 人材が離職あるいは入職しなければ、5 年後の年齢 IT 人材数に変化がない。変化がある場合には、離

職あるいは入職が生じているとみなす。ここでの離職、入職は IT 人材から IT 人材以外の職業になる（離職）、IT

人材以外の職業から IT 人材職種になる（入職）と扱う。IT 企業間での転職等は、離職=入職となり IT 人材の増

減には影響を与えないため、一般的な離職、入職とは考え方が異なる。 

 高齢者が死亡等の原因により減少することも考えられるが、現在の推計・試算方法では、離職-入職の中の離職に

含まれると想定している。 

 新卒人材が入職すると想定する 18 歳～29 歳は、新卒人材の入職があるため、上記の離職、入職の考え方を適用

することが困難なため、(3)の新卒人材の入職のみを考慮している。 
12 全産業では性別による離職率に差異があり女性の離職率が高いが、情報通信業ではその差異は小さい。 
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また、一般に需給ギャップにより需要が供給を上回る場合、企業等の積極採用、賃金

上昇等により雇用が促進され、需給ギャップが縮小すると考えられるが、IT 人材に関し

ては、専門性が求められるため、IT 人材以外の職種からの IT 人材への入職は容易では

ない。そのため、需給ギャップによる入職・離職への影響に関しては考慮していない。

また、需給ギャップにより IT 人材が過剰となった場合に、入職・離職に影響が出ること

が想定されるが、本試算では、これを考慮していない。 

 

(5) 退職数 

退職数は、離職数の内数として計算される。ただし、65 歳に達した IT 人材が全て退

職（離職）すると仮定している。 

 

(6) 外国人 IT人材 

今回の試算では、国勢調査への回答をベースとしているため、国勢調査に回答した国

内に在籍する外国人が含まれている。新卒就職者には国内大学への留学生等、外国人が

含まれると考えられる。将来の海外大学等からの新卒就職者、中途採用等による新規の

外国人 IT 人材の増加、又は減少は考慮していない。また、試算の対象は、日本企業等か

らの海外へのオフショアリング、アウトソーシング等に従事する海外の IT 人材を含んで

いない。 

 

1.3.2 IT 人材需要の試算方法 

(1) 現在の IT人材需要 

 2018 年時点での IT 人材需要は、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）による企業ア

ンケート調査の結果13をもとに需給ギャップを試算し、その需給ギャップ（需要が供給を

22 万人上回る）と 2018 年の IT 人材数（供給数）の合計とする。 

 

(2) 将来の IT人材需要 

将来の IT 人材需要数（必要数）は、将来の IT 需要の推移をもとに IT 人材の生産性向

上を考慮し計算する。 

𝐷 =
𝐷𝑀

𝑃
 

𝐷𝑀: IT 需要, 𝑃:生産性 

 

IT 需要に関しては、IT 投資見通しに関する各種市場調査結果を踏まえた上で、我が国

                                                        
13 IPA 企業アンケート調査による IT 人材の不足状況の割合（%）を尋ねた回答をもとに IT 人材全体の不足数を試

算した。 
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の実質 GDP 等の伸びに準じる場合、IPA 企業アンケート調査14による場合、その中間の

場合の伸び率を適用した。なお、将来の IT 需要に関しては、IT 人材の需要に影響を与

える要因であることから、総合分析において考察を実施した。 

 

表 3-1 IT 需要の伸び 

IT 需要の伸びに関する条件 伸び率の数値 

経済成長に準拠 

（IT 需要の伸び「低位」） 

IT 需要は GDP 連動性が高いため 1%と仮定 

（各種市場調査結果も概ね 1%程度の伸びを想定） 

IPA 企業アンケート調査 

（IT 需要の伸び「高位」） 

IPA 企業アンケート調査の結果に基づく 

（3～9%：年度により変化） 

上記の中間 

（IT 需要の伸び「中位」） 
上記の中間値 

 

(3) 生産性 

 IT 需要に対して必要な IT 人材数は、IT 人材の生産性（労働生産性）に依存する。今

回の試算では、生産性上昇率を考慮し、将来の生産性を試算する。 

生産性上昇率については、過去の情報通信業の生産性上昇率等を参考に一定割合の生

産性向上を仮定した場合を想定する。また、2030 年の人材需給ギャップをゼロとするた

めに必要となる生産性の上昇率を適用した場合の試算も実施する。 

 

表 3-2 生産性の上昇率 

生産性上昇に関する条件 生産性上昇率の数値 

生産性上昇率一定 生産性上昇率：0.7%、2.4% 

IT 人材需給ギャップゼロ

を実現するための生産性 

2030 年の IT 人材需給ギャップゼロを実現するための必要な

生産性上昇率。各上昇率は、1.4.2 節の試算条件に示す。 

 

 

表 3-2 の生産性上昇率のうち、「0.7%」は、2010 年以降の我が国の情報通信業の労働

生産性の上昇率の平均値である。また、「2.4」%は、1995 年以降の我が国の情報通信業

の労働生産性の上昇率の平均値である。足元の上昇率（0.7%）に比べて、高めの数値で

あるが、欧米諸国では、2010 年代の米国で 2.2%、フランスで 2.3%、ドイツで 4.2%の生

産性の上昇が見られており、欧米の上昇率に近い水準といえる。 

 

                                                        
14 IPA 企業アンケート調査では、将来の IT 人材需要を尋ねているが、その際には、現在の IT 人材の生産性を前提

に回答していると仮定している。 
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図 3-5 情報通信業の労働生産性の時系列比較（2010年を 1としたときの推移） 

（出所）日本生産性本部「労働生産性の国際比較 2017 年度版」をもとにみずほ情報総研作成 

 

表 3-3 各国の情報通信業の労働生産性上昇率（年率平均値） 

 
1995 年以降の 

労働生産性上昇率 

2010 年代の 

労働生産性上昇率 

米国 5.4% 2.2% 

ドイツ 4.2% 4.2% 

フランス 3.1% 2.3% 

日本 2.4% 0.7% 

（出所）日本生産性本部「労働生産性の国際比較 2017 年度版」をもとにみずほ情報総研作成 

 

1.3.3 需要と供給の差（需給ギャップ）の試算方法 

IT 人材の需要と供給の差（需給ギャップ）は、IT 人材の需要（数）－供給（数）によ

り計算する。 

 

  

0.4

0.6

0.8

1

1.2

年

日本 米国 ドイツ フランス

（-）
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1.4 IT 人材需給の試算結果 

1.4.1 IT 人材供給の試算結果 

前項までに示した計算式と前提に基づいて試算された IT 人材供給（数）の年次推移は

図 3-6 のとおりである。新卒人材（IT 人材としての新卒就職者数）の増加に伴い、IT

人材数（供給）は 2030 年まで増加傾向となり、2030 年の IT 人材数は、2018 年から 10.2

万人増の 113.3 万人となる。平均年齢は、直近では微増傾向となるが、IT 市場への新卒

人材の増加に伴って 40 歳付近で横ばい傾向となり、2025 年以降は微減傾向を示す。 

 

 

図 3-6 IT 人材数（供給）の推移 

（出所）2015 年は国勢調査による、2016 年以降は、試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

IT 人材の年齢分布をみると、2015 年には 35～39 歳の割合が最も高いが、2020 年には、

40～44 歳の割合が最も高くなり、30～34 歳の割合が 11.2%まで低下する。また、50～54

歳の割合は 11.7%、55 歳～59 歳の割合が 8%を超える。 

2030 年には、新卒人材の IT への流入に伴い、若手 IT 人材の割合が増加し、25～29

歳及び 30～34 歳の割合が最も高くなる。他方、50～54 歳の割合も高く、2 つのピークを

持つ年齢分布になると試算される。 
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図 3-7 IT 人材の年齢分布の推移 

（出所）2010 年及び 2015 年は国勢調査による／2020 年以降は試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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1.4.2 IT 人材の需要と供給の差（需給ギャップ）の試算結果 

(1) 試算の条件 

1.3 節に示した基礎式及び計算式に基づいて試算を行う際の条件を以下に示す。今回

の試算では、IT 需要の伸びと生産性の上昇に着目し、複数の条件により試算を行う。 

IT 需要の伸びに関しては、以下の３つの条件を設定した。 

（ア）IT 需要の伸びが「低位」の場合：各種調査会社等の市場成長予測や我が国の実

質 GDP 伸び率を参考にした成長率（1%）に応じて IT 需要が拡大すると想定 

（イ）IT 需要の伸びが「高位」の場合：IPA 企業アンケート調査の回答（約 3～9%）

に基づいて拡大すると想定 

（ウ）IT 需要の伸びが「中位」：（ア）及び（イ）の中間の成長率（約 2～5%）で IT

需要が拡大すると想定 

なお、試算結果は、IT 需要の伸び率が低い条件の順（（ア）（ウ）（イ）の順）に示す。 

生産性の上昇率に関しては、（ア）情報通信業の 2010 年代の上昇率（0.7%）と同水準

と想定、（イ）情報通信業の 1995 年以降の上昇率（2.4%）と同水準と想定、（ウ）需給

ギャップがゼロになる生産性上昇率を想定という３つの条件を設定した。 

上述の IT 需要（３条件）× 生産性上昇率（３条件）の計９の条件を下表に一覧とし

て示す。 

表 3-4 試算の条件一覧（IT 人材需給） 

 IT 需要の伸び 生産性の上昇率 

1 「低位」 

IT 需要の伸び：1% 

（各種調査会社等の市場成長予測に基づく） 

0.7% 

2 2.4% 

3 需給ギャップゼロ：1.84% 

4 「中位」 

IT 需要の伸び：中間値 

（IT 需要「低位」と「高位」の中間値） 

0.7% 

5 2.4% 

6 需給ギャップゼロ：3.54% 

7 「高位」 

IT 需要の伸び：3%～9% 

（IPA 企業アンケート調査の回答に基づく） 

0.7% 

8 2.4% 

9 需給ギャップゼロ：5.23% 
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(2) 需給の試算結果概要 

① 2030 年の IT 人材の需要と供給の差（需給ギャップ） 

1.4.1 節の条件に基づいて試算した 2030 年時点の IT 人材の需要と供給の差（需給ギャ

ップ）の結果を下表に示す。 

今回の試算における標準的な条件を、生産性上昇率「0.7%」とした場合、IT 需要の伸

びが「高位」の条件では、IT 人材に対する需要が供給を大幅に上回り、78.7 万人の需給

ギャップが生じるが、IT 需要の伸びが「低位」の条件では、需給ギャップの規模は 16.4

万人になると試算される。また、その中間である IT 需要の伸びが「中位」の条件では、

44.9 万人の需給ギャップが生じると試算される。 

なお、IT 需要の伸びが「低位」（1%とする）であり、かつ、生産性の上昇率が「2.4%」

という条件のもとでは、供給が需要を上回り、△7.2 万人の需給ギャップが発生すると試

算される。 

表 3-5 2030年の IT 人材の需要と供給の差（需給ギャップ） 

 

生産性上昇率 

（年率） 

IT 需要の伸び 

低位：1% 

（経済成長準拠） 

中位： 2～5% 

（低位と高位の中間） 

高位： 3～9% 

（IPA 企業アンケート） 

0.7% 16.4 万人 44.9 万人 78.7 万人 

2.4% △7.2 万人 16.1 万人 43.8 万人 

需給ギャップゼロ 1.84% 3.54% 5.23% 

無印：需要数＞供給数、△：供給数＞需要数 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

また、2030 年における IT 人材の需給ギャップをゼロとするために必要な生産性の上

昇率は、IT 需要の伸びが「低位」の場合は 1.84%、「中位」の場合は 3.54%、「高位」の

場合は 5.23%となる。 

 

(3) IT 人材の需要と供給の差（需給ギャップ）推移 

 前掲の条件に基づいて試算した IT 人材の需給ギャップの推移（2018 年、2020 年、2025

年、2030 年）を下表に示す。 

 生産性上昇率が「0.7%」、IT 需要の伸びが「低位」（1%）の場合、IT 人材の需給ギャ

ップ 22 万人は徐々に減少し、2030 年には 16.4 万人となる。また、IT 需要の伸びが「高

位」の場合、IT 人材の需給ギャップは拡大し、2030 年には 78.7 万人に達する。その中

間である IT 需要の伸びが「中位」の場合、IT 人材の需給ギャップは、2030 年に 44.9 万

人にまで拡大する。 
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表 3-6  IT 人材の需要と供給の差（需給ギャップ）の推移 

No. IT 需要 生産性上昇率 
需要と供給の差（需給ギャップ） 

2018 年 2020 年 2025 年 2030 年 

1 1% 

（低位） 

0.7% 22.0 万人 19.9 万人 16.8 万人 16.4 万人 

2 2.4% 15.7 万人 2.6 万人 △7.2 万人 

3 需給ギャップゼロ：1.84% 17.1 万人 7.1 万人 0 万人 

4 2～5% 

（中位） 

0.7% 22.0 万人 30.4 万人 36.4 万人 44.9 万人 

5 2.4% 25.9 万人 20.1 万人 16.1 万人 

6 需給ギャップゼロ：3.54% 23.0 万人 10.3 万人 0 万人 

7 3～9% 

（高位） 

0.7% 22.0 万人 41.2 万人 58.4 万人 78.7 万人 

8 2.4% 36.4 万人 39.7 万人 43.8 万人 

9 需給ギャップゼロ：5.23% 28.9 万人 13.5 万人 0 万人 

無印：需要数＞供給数、△：供給数＞需要数 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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1.4.3 代表的な需給の試算結果 

1.4.1 節に示した条件のうち、代表的な試算条件に基づく試算結果を示す。 

 

(1) 生産性上昇率「0.7%」で固定して IT 需要の伸びを変化させた場合 

生産性上昇率「0.7%」を適用し、IT 需要の伸びを「低位」、「中位」、「高位」として試

算した結果を以下に示す。 

 

 

図 3-8 IT 人材需給に関する主な試算結果①（生産性上昇率 0.7%、IT需要の伸び「低位」） 

（出所）2015 年は総務省「平成 27 年国勢調査」によるもの、 

2016 年以降は試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

 

図 3-9 IT 人材需給に関する主な試算結果②（生産性上昇率 0.7%、IT需要の伸び「中位」） 

（出所）2015 年は総務省「平成 27 年国勢調査」によるもの、 

2016 年以降は試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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図 3-10 IT 人材需給に関する主な試算結果③（生産性上昇率 0.7%、IT需要の伸び「高位」） 

（出所）2015 年は総務省「平成 27 年国勢調査」によるもの、 

2016 年以降は試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

前掲の３つの条件による試算結果を対比すると、下図のとおりとなる。 

 

 

図 3-11 IT 人材需給に関する主な試算結果①②③の対比 

（生産性上昇率 0.7%、IT需要の伸び「低位」「中位」「高位」） 

（出所）2015 年は総務省「平成 27 年国勢調査」によるもの、 

2016 年以降は試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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(2) IT 需要の伸び「中位」で固定して生産性上昇率を変化させた場合 

IT 需要の伸びを「中位」とし、生産性上昇率について「0.7%」、「2.4%」、「3.54%」の

３つの条件で試算した結果を以下に示す。「3.54%」は、IT 需要の伸びが「中位」の場合

に、2030 年時点での需給ギャップがゼロとなる生産性上昇率である。 

 

 

図 3-12 IT 人材需給に関する主な試算結果④（生産性上昇率 0.7%、IT需要の伸び「中位」） 

（出所）2015 年は総務省「平成 27 年国勢調査」によるもの、 

2016 年以降は試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

図 3-13 IT 人材需給に関する主な試算結果⑤（生産性上昇率 2.4%、IT需要の伸び「中位」） 

（出所）2015 年は総務省「平成 27 年国勢調査」によるもの、 

2016 年以降は試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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図 3-14 IT 人材需給に関する主な試算結果⑥（生産性上昇率 3.54%、IT需要の伸び「中位」） 

（出所）2015 年は総務省「平成 27 年国勢調査」によるもの、 

2016 年以降は試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

  

9
9

4
,0

7
0

 

1
,0

0
4

,8
7

9
 

1
,0

1
8

,0
9

9
 

1
,0

3
1

,5
3

8
 

1
,0

4
5

,5
1

2
 

1
,0

5
9

,8
7

6
 

1
,0

7
0

,5
5

9
 

1
,0

8
1

,0
6

3
 

1
,0

9
1

,0
5

0
 

1
,1

0
0

,8
3

6
 

1
,1

1
0

,1
2

1
 

1
,1

1
4

,2
2

5
 

1
,1

1
8

,0
8

5
 

1
,1

2
2

,3
6

7
 

1
,1

2
7

,2
7

6
 

1
,1

3
3

,0
4

9
 

2
2

0
,0

0
0

 

2
2

5
,0

2
3

 

2
2

9
,9

4
5

 

2
0

3
,6

3
1

 

1
7

7
,6

8
4

 

1
5

2
,4

4
1

 

1
2

7
,5

8
5

 

1
0

3
,4

1
2

 

8
2

,7
6

7
 

6
2

,5
9

1
 

4
2

,2
1

4
 

2
1

,4
3

1
 

0
 

100.0 
105.1 

110.5 113.0 115.6 118.2 
120.9 

123.7 126.3 129.0 
131.7 

134.5 
137.4 

0.0

50.0

100.0

150.0

-100,000

100,000

300,000

500,000

700,000

900,000

1,100,000

1,300,000

1,500,000

1,700,000

1,900,000

人
数

人材不足数（人）

供給人材数（人）

2015年を100とした場合の市場規模

学生確保（資料） ― 41



 

23 

1.4.4 IT 人材の需給が均衡する生産性上昇率 

今回の試算では、2030 年に IT 人材の需給が均衡する（需給ギャップがゼロとなる）

ために必要な生産性上昇率を算出した。その結果、IT 需要の伸びが「低位」の場合は 1.84%、

「中位」の場合は 3.54%、「高位」の場合は 5.23%の生産性上昇率が必要になると試算さ

れた。表 3-7 には、それぞれの生産性上昇率の場合の需要と供給の差（需給ギャップ）

の推移を示した。また、図 3-15～図 3-17 には、IT 人材の需給が均衡する生産性上昇率

のもとでの IT 人材需給の試算結果を示した。 

IT 需要の伸びが「低位」の場合には、2018 年以降の需給ギャップは徐々に減少し、2030

年に需給が均衡する。IT 需要が「中位」の場合には、2020 年まで需給ギャップは増加す

るが、その後減少し、2030 年に需給が均衡する。 

なお、需給ギャップに対する生産性上昇率の影響については、3.1.3 節の IT 人材需給

ギャップの緩和に向けた方策において分析を行う。 

表 3-7 IT 人材の需給が均衡する生産性上昇率における需給ギャップの推移 

No. IT 需要の伸び 
生産性 

上昇率 

需要と供給の差（需給ギャップ） 

2018 年 2020 年 2025 年 2030 年 

1 1% （低位） 1.84% 

22.0 万人 

17.1 万人 7.1 万人 0 万人 

2 2～5%（中位） 3.54% 23.0 万人 10.3 万人 0 万人 

3 3～9%（高位） 5.23% 28.9 万人 13.5 万人 0 万人 

無印：需要数＞供給数、△：供給数＞需要数 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

 

図 3-15 IT 人材の需給が均衡する生産性上昇率における試算結果①（IT 需要の伸び「低位」） 

（出所）2015 年は総務省「平成 27 年国勢調査」によるもの、 

2016 年以降は試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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図 3-16 IT 人材の需給が均衡する生産性上昇率における試算結果②（IT 需要の伸び「中位」） 

（出所）2015 年は総務省「平成 27 年国勢調査」によるもの、 

2016 年以降は試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

 

 

図 3-17 IT 人材の需給が均衡する生産性上昇率における試算結果③（IT 需要の伸び「高位」） 

（出所）2015 年は総務省「平成 27 年国勢調査」によるもの、 

2016 年以降は試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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1.4.5 2015 年に実施された IT 人材需給の試算結果との比較 

 表 3-8 には、今回の試算結果と 2015 年に実施された IT 人材需給に関する試算結果（経

済産業省が平成 28 年 6 月に公表した「IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査」15。

以下、「2015 年試算」という。）の比較を示した。 

2015 年試算によれば、IT 需要が今後拡大する一方で、我が国の労働人口（特に若年人

口）は減少が見込まれ、IT 人材の需給ギャップは 2030 年には約 79 万人に拡大すること

が示されている。また、2015 年試算によれば、IT 人材需要も増加し、2018 年の IT 人材

需給ギャップは、約 20 万人から 29 万人16に達すると推計されている。今回の IT 人材需

給の試算では、2018 年の IT 人材の需給ギャップは、22 万人と試算され、2015 年試算の

範囲に収まったといえる。 

しかしながら、IT 人材数の点では、2015 年試算17と今回の試算結果には差異がみられ

る。今回の調査では、2018 年時点の IT 人材数は 103.2 万人であるが、2015 年試算では

2018 年時点の IT 人材数は 92.3 万人であり、10.9 万人の違いがある。この違いは、近年

の IT 人材の新卒人材数が、2015 年試算で用いた IT 人材の新卒人材数の見通しと比較し

て増加していることと（図 3-4 参照）、IT 人材の年代別のボリュームゾーンがシフトす

るとともに、離職率－入職率が低下傾向にあることが要因となっている18。その結果、年

齢別の IT 人材分布を比較すると、20～24 歳の若手 IT 人材と 35～59 歳の IT 人材の増加

が見られる。 
 

 

図 3-18 2015年試算と今回の試算による 2018年時点の IT 人材（供給）数の比較 

（出所）経済産業省「IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査結果」（2016 年）及び 

今回の試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

                                                        
15 経済産業省「IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査結果を取りまとめました」 

http://www.meti.go.jp/press/2016/06/20160610002/20160610002.html 
16 2015 年実施の試算では、2018 年までの生産性上昇率 0.0%としている。生産性上昇を考慮した場合 IT 人材不足は

約 20 万人から 29 万人と比べやや少なめの人数になる。 
17 2015 年度の試算は、2010 年の国勢調査をもとに IT 人材需給の試算が行われた。 
18 30 歳以上の全年齢層で離職率－入職率が低下している。45～54 歳、60～64 歳の低下が他の年齢に比べやや高い。 
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また、IT 人材の供給数が実際は増加したにも関わらず、IT 人材の需給ギャップが 2015

年試算と同水準になった点については、2015 年以降の IT 需要が堅調であったため、IT

人材の需要が増加したためと考えられる。 

2030 年時点の IT 人材の需給ギャップは、2015 年試算では 41 万人～79 万人（中位シ

ナリオでは 58.7 万人）になると試算されている。2015 年試算では、IT 人材の生産性向

上はゼロとして試算されたため、生産性上昇を考慮した場合と比較して、需給ギャップ

が高めに算出されている。これに対して、今回の試算では、生産性の上昇率を考慮した

試算を行った結果、生産性上昇率が「0.7%」の場合、2030 年時点での需給ギャップは

16.4 万人～78.7 万人（中間では 44.9 万人）になると試算された。 

2015 年試算と比較すると、2030 年時点での IT 人材の需給ギャップはやや緩和された

結果となっているが、引き続き IT 人材の需給ギャップが存在することは変わらず、IT

人材の需給ギャップの緩和に向けた取組の必要性は変わらないといえる。 
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表 3-8 2030年の IT 人材需給（供給 IT 人材、需給ギャップ） 

今回の試算と 2015 年試算の比較 

IT 需要の伸び 供給 IT 人材数 IT 人材の需給ギャップ 

今回の試算（生産性上昇率 0.7%）※基本ケース 

IT 需要の伸び 2018 年 2030 年 2018 年 2030 年 

低位 1% 

103.2 万人 113.3 万人 22 万人 

16.4 万人 

中位 2～5% 44.9 万人 

高位 3～9% 78.7 万人 

今回の試算（生産性上昇率 2.4%） 

IT 需要の伸び 2018 年 2030 年 2018 年 2030 年 

低位 1% 

103.2 万人 113.3 万人 22 万人 

△7.2 万人 

中位 2～5% 16.1 万人 

高位 3～9% 43.8 万人 

今回の試算（生産性上昇率 低位 1.84%、中位 3.54%、高位 5.23%） 

IT 需要の伸び 2018 年 2030 年 2018 年 2030 年 

低位 1% 

103.2 万人 113.3 万人 22 万人 

0 万人 

中位 2～5% 0 万人 

高位 3～9% 0 万人 

2015 年試算（生産性上昇率 0.0%） 

IT 需要の伸び 2018 年 2030 年 2018 年 2030 年 

低位 1% 

92.3 万人 86.7 万人 17 万人 

40.8 万人 

中位 1.5～2.5% 58.7 万人 

高位 2～4% 78.9 万人 

需給ギャップに関しては、無印：需要数＞供給数、△：供給数＞需要数 

（出所）2015 年試算は「IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査」（2016 年経済産業省）から、 

その他は今回の試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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2. 先端 IT 人材・従来型 IT 人材に関する需給調査 

2.1 先端 IT 人材・従来型 IT 人材の試算の対象 

前節では、IT 人材全体の需給に関する試算結果を示した。IT 分野では、技術の進展が

早く、人材に求められるスキル等も急速に変化するため、IT 人材の需給は、IT 需要の構

造変化にも影響される。特に近年、AI やビッグデータ、IoT 等、第４次産業革命に対応

した新しいビジネスの担い手として、付加価値の創出や革新的な効率化等により生産性

向上等に寄与できる IT 人材の確保が重要となっている。このような先端 IT 技術等に関

連する市場を担う IT 人材を「先端 IT 人材」と捉えると、「先端 IT 人材」に対する需要

は、今後、急速に増加すると見込まれる。 

他方、従来から続く IT 需要に関しては、依然として IT 需要の大半を占めるものの、

中長期的には、徐々に市場規模が縮小すると予想され、従来からの IT 需要に対応する

IT 人材（以下、「従来型 IT 人材」という。）の需要は減少すると見込まれる。 

 

こうした IT 需要構造の変化が与える IT 人材需給への影響を軽視すると、将来の IT 人

材需給を見誤る可能性もある。IT 需要構造の変化と IT 人材供給のバランスが取れなけ

れば、例えば、先端 IT 人材は需要が供給を上回る一方で、従来型 IT 人材は需要よりも

供給が多くなるといったような状況を生み出す可能性もある。勿論、IT 人材全体を対象

にした需給の試算と比較して、先端 IT 人材についての需給や従来型 IT 人材についての

需給に加えて、さらに従来型 IT 人材から先端 IT 人材へのスキル転換等を考慮する必要

があるなど、試算に必要な要素や仮定・条件等が増え、試算の確からしさという点では

様々な課題がある。しかしながら、第４次産業革命に対応した新しいビジネスの担い手

としての IT 人材の育成・確保の重要性という観点から、今後の IT 人材施策の参考材料

として、IT 人材全体の需給ギャップの結果とあわせて、今後、大幅な需要増が見込まれ

る先端 IT 人材の試算を実施することは、大きな意義があるといえる。こうした問題意識

に基づいて、以下には、先端 IT 人材／従来型 IT 人材に関する需給の試算結果を示す。 
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2.2 先端 IT 人材・従来型 IT 人材の需給の試算の考え方 

「先端 IT 人材」・「従来型 IT 人材」の需給の試算においては、「先端 IT 需要」と「従

来型 IT 需要」の需要の試算結果に基づき、それぞれの IT 需要を担う人材として「先端

IT 人材」と「従来型 IT 人材」を区分して把握する。また、「従来型 IT 人材」から「先

端 IT 人材」へとスキル転換する人材の割合として「Re スキル（リスキル）率」を設定

する。 

 

 

 

図 3-19 先端 IT 人材・従来型 IT 人材の需給の試算イメージ 

（出所）みずほ情報総研作成 
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2.3 先端 IT 人材・従来型 IT 人材需給の試算方法 

2.3.1 先端 IT 人材・従来型 IT 人材の供給数の試算方法 

(1) 先端 IT 人材・従来型 IT 人材の供給数の計算の基礎式 

先端 IT 人材・従来型 IT 人材の供給数の試算は、IT 人材（全体）の人材数の推移に関

する基礎式と同様の基礎式を、先端 IT 人材・従来型 IT 人材のそれぞれに適用し、１年

単位で時間を発展させ、2030 年までの年齢別の人材数を計算する。 

 

𝑓𝑛,𝑙
𝑇 − 𝑓𝑛−1,𝑙

𝑇−1 = −𝑠2,𝑙 ∙ 𝑓𝑛−1,𝑙
𝑇−1 + 𝑆1,𝑙 + 𝑟𝑙 ∙ 𝑓𝑛−1,𝑙

𝑇−1  

 

𝑓: IT 人材数(供給), 𝑛:年齢(18～64), 𝑇:年(西暦) 

𝑠2:離入職による変動率（離職率 − 入職率） 

𝑆1,𝑙:国内教育機関からの新卒入職者 

𝑟𝑙:従来型 IT 人材から先端 IT 人材への Re スキル率 

𝑙:従来型（𝑙 = 1）、先端 IT 人材（𝑙 = 2） 

 

IT 人材全体の人材数の推移に関する基礎式との違いは、従来型 IT 人材からの先端 IT

人材へのスキル転換を考慮する項が追加されている点である。ここでは、スキル転換す

る IT 人材の割合「Re スキル率」𝑟𝑙と定義している。 

また、T 年における先端 IT 人材・従来型 IT 人材の供給数の総数は、上の基礎式によ

り計算された年齢別の𝑓𝑛,𝑙
𝑇 の総和により計算される。 

なお、上のそれぞれの基礎式の初期値は、IT 人材（全体）で用いた最新の国勢調査を

用い、IT 人材（全体）の割合を IT 需要の従来型 IT 需要と先端 IT 需要の割合に応じて

従来型 IT 人材と先端 IT 人材に按分した人数とする。また、先端 IT 人材・従来型 IT 人

材の IT 人材の年齢分布は、IT 人材（全体）の年齢分布に準じると仮定する19。上記の考

え方により、IT 人材（全体数）と従来型 IT 人材数、先端 IT 人材数の合算は一致する。 

 

(2) Reスキル率（従来型 IT 人材から先端 IT人材へのスキル転換率） 

従来型 IT 人材からの先端 IT 人材へとスキル転換する IT 人材の割合「Re スキル率」𝑟𝑙

については、Re スキル率固定型及び IT 需要連動型を仮定して試算を実施する。 

Re スキル率固定型は、Re スキル率を一定の割合と仮定し、今回の試算では、1%、2%

とした試算を行う。 

IT 需要連動型は、Re スキル率が IT 需要の構造変化に依存すると仮定し、IT 需要の構

造変化は、先端 IT 需要と従来型 IT 需要の割合の変化率が Re スキル率になると仮定して

いる。 

IT 需要連動型は、企業等が IT 需要の構造の変化に応じて人材のスキル転換のための

                                                        
19 先端 IT 人材が若手に多いといった年齢別の分布については、今回の試算では考慮していない。 
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育成を行う、あるいは IT 人材個人がスキル転換を図ると想定したものである。 

上記に基づく Re スキル率𝑟𝑙は、下記により計算する。 

 

𝑟𝑙 =
∆𝐷𝑀𝑙

𝐷𝑀
=

𝐷𝑀𝑙
𝑇 − 𝐷𝑀𝑙

𝑇−1

𝐷𝑀𝑇
 

𝐷𝑀 = 𝐷𝑀1 + 𝐷𝑀2 

𝐷𝑀𝑙: 従来型 IT 需要（𝑙 = 1）、先端 IT 需要（𝑙 = 2） 

 

前式のもとに試算に用いた 2030 年までの Re スキル率の変化は、図 3-20 のとおりで

ある。Re スキル率は IT 需要構造の変化に連動し、2.0%から 5.8%で推移する。約 2%程

度の Re スキル率が徐々に上昇し、2024 年～2027 年の間は年率 5%以上の割合でスキル

転換が行われる。その後、先端 IT 需要の伸びが鈍化することから Re スキル率も低下す

る。勿論、先端 IT 人材に求められるスキルの内容が今後変化する可能性もあるが、ここ

では先端 IT 人材の更なるスキル転換は考慮していない。また、Re スキル率は、全年齢

で同一とし、若手の Re スキル率が高い等、年齢別の Re スキル率の違いは考慮していな

い。 

 

 

図 3-20 IT 需要連動型 Reスキル率の推移 

（出所）経済産業省「『第４次産業革命スキル習得講座認定制度（仮称）』について（報告）」をもとに 

みずほ情報総研作成 
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(3) 新卒の先端 IT 人材・従来型 IT人材就職者数 

新卒の先端 IT 人材・従来型 IT 人材の就職者数は、IT 人材全体の新卒 IT 人材就職者

数と同様である。専門学校・大学・大学院等からの新卒の先端 IT 人材・従来型 IT 人材

就職者数は、IT 人材全体の文部科学省「学校基本調査」の卒業・修了者数のうち、卒業・

修了後の進路として「情報処理・通信技術者」としての就職数を用い、就職時点での IT

需要構造（先端 IT 需要、従来型 IT 需要の割合）に連動すると仮定する。 

また、年齢単位の就職数が必要となるため、IT 人材全体の試算と同様に、浪人・留年

を考慮した卒業・修了年齢を仮定し、各年齢別の IT 人材就職数を算出する。 

将来の新卒 IT 人材入職数に関しては、人口動態と IT 人材への就職割合の変化を考慮

する。将来の学生数の減少の影響は、就職者が当該年度の人口数の減少に比例すると仮

定する。 

先端 IT 人材・従来型 IT 人材への新卒 IT 人材供給の配分は、配分時点での IT 需要の

先端 IT 需要及び従来型 IT 需要の割合に準ずることとする。 

IT 人材への就職割合の増減変化率（IT 入職者数／全就職者数）に関しては、近年 IT

人材への就職割合が上昇していることから、このトレンドが 2030 年まで継続すると仮定

する。 

 

(4) 入職・離職数 

各年齢の先端 IT 人材・従来型 IT 人材の増減に影響する入職・離職数に関しては、IT

人材（全体）で用いたネットとして増減の割合を示す「離職率－入職率」を用いて計算

した。 

需要が拡大する先端 IT 人材と需要が縮小する従来型 IT 人材では、先端 IT 人材の離職

率が縮小する従来型 IT 人材と比較して低いなど、両者の離職率と入職率が異なることも

考えられるが、その離職率・入職率を仮定する方法がないため、今回の試算では、両者

で IT 人材全体の試算で用いた「離職率－入職率」と同一とした。 

 

(5) 退職数 

退職数は、離職数の内数として計算される。ただし、65 歳に達した先端 IT 人材・従

来型 IT 人材が全て退職（離職）すると仮定している。 

 

  

学生確保（資料） ― 51



 

33 

2.3.2 先端 IT 人材・従来型 IT 人材の需要数の試算方法 

(1) 現在の需要 

2018 年時点での IT 人材需要は、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）による企業ア

ンケート調査の結果をもとに需要と供給の差（需給ギャップ：約 22 万人）を試算し、需

給ギャップと 2018 年の IT 人材数（供給数）の合計とする。先端 IT 人材・従来型 IT 人

材の需要数は、その合計数を、先端 IT 人材・従来型 IT 人材のそれぞれの需要の割合で

配分する。 

 

(2) 将来の需要 

将来の先端 IT 人材・従来型 IT 人材の需要（必要数）は、それぞれの将来の IT 需要の

推移をもとに、IT 人材の生産性上昇を考慮し計算する。 

なお、IT 需要に関しては、IT 人材（全体）需給試算で用いた IT 需要に関する「低位」、

「中位」、「高位」の伸び率を用いる。従来型 IT 需要・先端 IT 需要の割合に関しては、

各種調査等をもとに作成された IT 需要構造変化の見通しの割合（図 3-20 の IT 需要連動

型 Re スキル率の推移参照）を適用する。上記を踏まえた計算式は以下のとおりである。 

 

𝐷𝑙 =
𝐷𝑀𝑙

𝑃
 

𝐷𝑀𝑙 = 𝛾𝑙𝐷𝑀 

𝐷𝑀: IT 需要, 𝑃:生産性 

𝛾𝑙:従来型 IT、先端 IT 需要割合 

 

(3) 生産性 

IT 需要に対して必要な IT 人材数は、IT 人材の生産性に依存する。今回の試算では、

IT 人材全体需要で用いた生産性上昇率（表 3-2 参照）に準じて将来の生産性を試算する。

なお、先端 IT 人材・従来型 IT 人材では生産性が異なる可能性も考えられるが、今回の

試算では、両者は同一としている。 

 

2.3.3 需要と供給の差（需給ギャップ）の試算方法 

先端 IT 人材・従来型 IT 人材の需要と供給の差（需給ギャップ）は、先端 IT 人材・従

来型 IT 人材それぞれの需要（数）－ 供給（数）により計算する。 
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2.4 先端 IT 人材・従来型 IT 人材需給の試算結果 

2.4.1 試算の条件 

2.3 節に示した基礎式及び計算式に基づいて試算する際の条件を以下に示す。 

試算では、「IT 需要の伸び」と「生産性の上昇率」、従来型 IT 人材から先端 IT 人材へ

の「Re スキル率」の３点に着目する。需要の伸びと生産性の上昇率に関しては、1.4 節

に示した IT 人材全体の需給と同一条件を想定する（IT 需要の伸びは「低位」、「中位」、

「高位」の３つ、生産性の上昇については、情報通信業の 2010 年代の生産性上昇率と同

水準（0.7%）、情報通信業の 1995 年以降の生産性上昇率（2.4%）、2030 年時点での需給

ギャップがゼロになるように生産性が上昇する、という３つの条件を想定する）。 

また、従来型 IT 人材から先端 IT 人材への「Re スキル率」については、Re スキル率

を一定の割合で固定（1.0%固定又は 2.0%固定）とした Re スキル率固定型と、Re スキル

率が IT 需要の構造変化に連動する IT 需要連動型（Re スキル率が約 2～6%の間で変動す

る）の３つの条件により試算を行う。 

上記の IT 需要の伸び（３条件）× 生産性上昇率（３条件）× Re スキル率（３条件）

の計 27 の条件の一覧を下表に示す。 

表 3-9 先端 IT 人材・従来型 IT 人材の試算条件一覧 

No IT 需要の

伸び率 

生産性 

上昇率 
Re スキル率 No. 

IT 需要の

伸び率 

生産性 

上昇率 
Re スキル率 

1 低位 

1% 

 

0.7% 1.0% 16 中位 

2～5% 

3.54% 
需給ギャップ

ゼロ 

1.0% 

2 2.0% 17 2.0% 

3 IT 需要連動 18 IT 需要連動 

4 2.4% 1.0% 19 高位 

3～9% 

0.7% 1.0% 

5 2.0% 20 2.0% 

6 IT 需要連動 21 IT 需要連動 

7 1.84% 
需給ギャップ

ゼロ 

1.0% 22 2.4% 1.0% 

8 2.0% 23 2.0% 

9 IT 需要連動 24 IT 需要連動 

10 中位 

2～5% 

 

0.7% 1.0% 25 5.23% 
需給ギャップ

ゼロ 

1.0% 

11 2.0% 26 2.0% 

12 IT 需要連動 27 IT 需要連動 

13 2.4% 1.0%  

14 2.0% 

15 IT 需要連動 
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2.4.2 試算結果概要 

2.4.1 節に示した条件に基づいて試算した 2030 年時点の先端 IT 人材・従来型 IT 人材

の需要と供給の差（需給ギャップ）を下表に示す。 

先端 IT 人材の需給ギャップが最も大きくなるのは、IT 需要の伸びが IPA 企業アンケ

ート調査の結果に基づく「高位」で、生産性上昇率が「0.7%」、Re スキル率「1.0%」の

場合であり、この場合の需給ギャップは 73.7 万人に達する。また、この場合は、従来型

IT 人材についても 5.0 万人の需給ギャップが発生する。また、Re スキル率を「IT 需要連

動型」とすると、先端 IT 人材の需給ギャップは 46.0 万人、従来型 IT 人材の需給ギャッ

プも 32.7 万人となる。 

IT 需要の伸びを「低位」（1%）、生産性上昇率を「0.7%」、Re スキル率を「IT 需要連

動型」とした場合、先端 IT 人材について 10.7 万人の需給ギャップ、従来型 IT 人材につ

いては 5.7 万人の需給ギャップが発生するが、Re スキル率が「1.0%固定」の場合は、先

端 IT 人材については 38.4 万人の需給ギャップが生じる一方で、従来型 IT 人材について

は需要よりも 22.0 万人供給が多くなる。 

IT 需要の伸びを「中位」（2～5%）とした場合、生産性上昇率を「0.7%」、Re スキル率

を「IT 需要連動型」とすると、先端 IT 人材の需給ギャップは 26.9 万人、従来型 IT 人材

の需給ギャップは 18.0 万人となる。ただし、Re スキル率が「1.0%」に留まった場合、

先端 IT 人材の需給ギャップは 54.5 万人となる一方で、従来型 IT 人材は需要よりも 9.7

万人供給が多くなる。IT 人材全体の需給ギャップは、単純には両者の需給ギャップの合

算となるが、従来型 IT 人材によって先端 IT 人材を代替することが難しいと考えると、

需要を上回る従来型 IT 人材の供給が、先端 IT 人材の需給ギャップを補うことは難しい

ため、実質的には、IT 人材の需給ギャップは、先端 IT 人材の需給ギャップになると考

えられる。 

IT 需要の伸びが「低位」であり、かつ、生産性上昇率が「1.84%」、IT 需要の伸びが「中

位」であり、かつ、生産性上昇率が「3.54%」となった場合は、先端 IT 人材の需給ギャ

ップは 1.4 万人に留まるとともに、IT 人材全体の需給ギャップは解消する。 

 

 

学生確保（資料） ― 54



 

36 

表 3-10 2030年時点の先端 IT 人材・従来型 IT 人材の需要と供給の差（需給ギャップ） 

IT 需要の 

伸び 

生産性の 

上昇率 

※需給ギャップゼロ 

Re スキル率 

IT 人材全体 1.0%固定 2.0%固定 IT 需要連動 

先端 IT 人材 従来型 IT 人材 先端 IT 人材 従来型 IT 人材 先端 IT 人材 従来型 IT 人材 

1% 

（低位） 

0.7% 38.4 万人 △22.0 万人 28.8 万人 △12.4 万人 10.7 万人 5.7 万人 16.4 万人 

2.4% 25.0 万人 △32.2 万人 15.4 万人 △22.6 万人 △2.6 万人 △4.6 万人 △7.2 万人 

※1.84% 29.1 万人 △29.1 万人 19.5 万人 △19.5 万人 1.4 万人 △1.4 万人 0 万人 

2～5% 

（中位） 

0.7% 54.5 万人 △9.7 万人 44.9 万人 0.0 万人 26.9 万人 18.0 万人 44.9 万人 

2.4% 38.2 万人 △22.1 万人 28.6 万人 △12.5 万人 10.6 万人 5.5 万人 16.1 万人 

※3.54% 29.1 万人 △29.1 万人 19.5 万人 19.5 万人 1.4 万人 △1.4 万人 0 万人 

3～9% 

（高位） 

0.7% 73.7 万人 5.0 万人 64.1 万人 14.6 万人 46.0 万人 32.7 万人 78.7 万人 

2.4% 53.9 万人 △10.1 万人 44.3 万人 △0.5 万人 26.2 万人 17.5 万人 43.8 万人 

※5.23% 29.1 万人 △29.1 万人 19.5 万人 19.5 万人 1.4 万人 △1.4 万人 0 万人 

（注１）※は、2030 年時点で IT 人材の需給ギャップをゼロにするための生産性の上昇率 

（注２）需給ギャップに関しては、無印：需要数＞供給数、△：供給数＞需要数 

 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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2.4.3 代表的な需給の試算結果 

2.4.2 節に示した条件のうち、代表的な条件を用いた試算結果を示す。 

 

(1) IT 需要の伸び「低位」、生産性上昇率「0.7%」（Re スキル率：1.0%、IT需要連動型） 

IT 需要の伸びとして「低位」、生産性上昇率「0.7%」を適用し、Re スキル率を「1.0%」

及び「IT 需要連動型」とした場合の試算結果を以下に示す。 

 

 

図 3-21 IT 需要の伸び「低位」、生産性上昇率「0.7%」（Reスキル率：1.0%） 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

 

図 3-22  IT 需要の伸び「低位」、生産性上昇率「0.7%」（Reスキル率：IT 需要連動型） 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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(2) IT 需要の伸び「中位」、生産性上昇率「0.7%」（Re スキル率：1.0%、IT需要連動型） 

IT 需要の伸びとして「中位」、生産性上昇率「0.7%」を適用し、Re スキル率を「1.0%」

及び「IT 需要連動型」とした場合の試算結果を以下に示す。 

 

 

図 3-23 IT 需要の伸び「中位」、生産性上昇率「0.7%」（Reスキル率：1.0%） 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

 

図 3-24 IT 需要の伸び「中位」、生産性上昇率「0.7%」（Reスキル率：IT 需要連動型） 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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(3) IT 需要の伸び「中位」、生産性上昇率「3.54%」（Re スキル率：1.0%、IT需要連動型） 

IT 需要の伸びとして「中位」、生産性上昇率「3.54%」を適用し、Re スキル率を「1.0%」

及び「IT 需要連動型」とした場合の試算結果を以下に示す。 

 

 

図 3-25 IT 需要の伸び「中位」、生産性上昇率「3.54%」（Reスキル率：1.0%） 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

 

図 3-26 IT 需要の伸び「中位」、生産性上昇率「3.54%」（Reスキル率：IT 需要連動型） 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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3. IT 人材需給に関する総合分析 

3.1 IT 人材（全体）の需給 

第 1 節に示した IT 人材全体の需給の試算結果によれば、2030 年時点における IT 人材

の需給ギャップは、IT 需要の伸び、IT 人材の生産性の上昇率に依存する。また、IT 人

材の供給源である教育機関からの新卒人材数の増減も IT 人材数に影響する。以下には、

2010 年代の生産性上昇率 0.7%のもとで、IT 需要の伸びが「低位」（GDP 伸び率と同程

度の 1%）の場合及び「中位」（2～5%）の場合を基本ケースとした上で、IT 需要の伸び

及び生産性上昇率の IT 人材需給に対する影響等を分析する。 

 

3.1.1 IT 人材需要と供給の差（需給ギャップ）分析 

IT 需要（IT 市場）の伸び率について、民間機関によれば、年率（CAGR：compound average 

growth rate）1.5%程度という見通しが報告されている。また、IT 投資の伸びとの関連が

強いとされる GDP 伸び率に関しても、実質 GDP 伸び率は+0.6～+1.2%20の伸びが予想さ

れている。基本ケースとしている IT 需要の伸び「低位」（伸び率 1%）の条件は、こう

した予測に準じた伸び率の水準である。 

他方、同時期に米国では、IT 需要が+5.6%の伸び率となると予想されているほか、欧

州においても+4.9%、アジアでは+9.8%の高い伸びが予想されている21。基本ケースの IT

需要の伸び「中位」の条件は 2～5%であり、これは GDP の伸び率と比較して高めの数

字となるが、欧米での IT 需要の伸び率と同程度の水準であることから、欧米水準の IT

活用を実現していくことを目指すべく、積極的な IT 投資22が進められ、産業界における

IT 活用が進展した場合の IT 需要の伸び率と解釈できる。 

表 3-11 国内外の IT 需要（IT 市場）及び日本の GDP 伸び率 

地域 
IT 市場の年平均成長率 CAGR 

（2018 年～2023 年） 

日本（IT 市場） +1.5% 

米国（IT 市場） +5.6% 

欧州（為替影響除外）（IT 市場） +4.9% 

アジア（為替影響除外） +9.8% 

日本（実質 GDP） +0.6% ～ +1.2% 

（出所）みずほ銀行 産業調査部、みずほ産業調査「日本産業の中期見通し（情報サービス）」、 

みずほ総合研究所 「日本経済の中期見通し」をもとにみずほ情報総研作成 

 

                                                        
20 みずほ総合研究所 「日本経済の中期見通し」（2018） 
21 みずほ銀行産業調査部、みずほ産業調査「日本産業の中期見通し（情報サービス）」（2018） 
22 一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会による「企業 IT 動向調査 2019」（IT 予算の速報値）」（2019 年

1 月 25 日）によれば、ユーザー各社の 2019 年度の IT 投資（2019 年度）は、全体の 47.6％が「増加」、42.1％

が「不変」（前年度並み）と回答。10%以上「増加」すると回答した企業は 21.3%と IT 投資の伸びは堅調である。 
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また、基本ケースでは、生産性上昇率を 0.7%としている。これは、2010 年代の上昇

率が 2030 年まで継続するとした条件であり、“自然体”の生産性上昇が継続することを

想定している。 

前述の条件に基づく基本ケースの 2030 年の IT 人材の需給ギャップは表 3-12 のとお

りである。今回の試算において、IT 需要の伸びが「低位」（1%）、「中位」（2～5%）、「高

位」（3～9%）の場合、需要が供給を上回り、それぞれ 16.4 万人、44.9 万人、78.7 万人

の需給ギャップが発生する。2016 年に公表された経済産業省の調査結果（2015 年試算）

における需給ギャップ 40.8 万人～78.9 万人と比較すると、今回の試算結果の需給ギャッ

プは小さく、2015 年試算の IT 需要の伸びが「中位」の条件と比較した場合でも、IT 人

材需給ギャップは 13.8 万人少ない。また、IT 需要の伸びが「低位」（1%）の同一条件の

場合、2015 年試算と比較して、IT 人材需給ギャップは 22.4 万人少ない。両者の試算の

差異は、①IT 需要の伸びが「中位」、「高位」では異なること、②2015 年試算では生産性

上昇が考慮されていないこと、といった試算の前提が異なることに加え、③当時と比較

して学生の IT 人材としての就職数が伸びており、今回の試算ではその伸びを考慮したこ

と、④2015 年度の試算と比較して離職率が低下している、といった雇用状況の変化が影

響している。 

表 3-12 2030年の IT 人材需給（供給 IT 人材数、需給ギャップ） 

今回の試算と 2015 年試算の比較【再掲】 

IT 需要の伸び 供給 IT 人材数 IT 人材の需給ギャップ 

今回の試算（生産性上昇率 0.7%）※基本ケース 

IT 需要の伸び 2018 年 2030 年 2018 年 2030 年 

低位 1% 

103.2 万人 113.3 万人 22 万人 

16.4 万人 

中位 2～5% 44.9 万人 

高位 3～9% 78.7 万人 

今回の試算（生産性上昇率 2.4%） 

IT 需要の伸び 2018 年 2030 年 2018 年 2030 年 

低位 1% 

103.2 万人 113.3 万人 22 万人 

△7.2 万人 

中位 2～5% 16.1 万人 

高位 3～9% 43.8 万人 

今回の試算（生産性上昇率 低位 1.84%、中位 3.54%、高位 5.23%） 

IT 需要の伸び 2018 年 2030 年 2018 年 2030 年 

低位 1% 

103.2 万人 113.3 万人 22 万人 

0 万人 

中位 2～5% 0 万人 

高位 3～9% 0 万人 

2015 年試算（生産性上昇率 0.0%） 

IT 需要の伸び 2018 年 2030 年 2018 年 2030 年 

低位 1% 

92.3 万人 86.7 万人 17 万人 

40.8 万人 

中位 1.5～2.5% 58.7 万人 

高位 2～4% 78.9 万人 

需給ギャップに関しては、無印：需要数＞供給数、△：供給数＞需要数 

（出所）2015 年試算は「IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査」（2016 年経済産業省）から、 

その他は今回の試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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図 3-27 には、IT 需要の伸びが「低位」・「中位」・「高位」、生産性上昇率が「0.7%」の

場合の IT 人材需給の試算結果を示した。 

 

 

図 3-27 IT 人材需給に関する試算結果【再掲】 

（生産性上昇率 0.7%、IT需要の伸び「低位」「中位」「高位」） 

（出所）2015 年は総務省「平成 27 年国勢調査」によるもの、 

2016 年以降は試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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3.1.2 IT 人材の年齢分布 

前節では、2030 年時点の IT 人材の需給ギャップに着目したが、需給ギャップのほか、

2030 年に向けた IT 人材の年齢分布の変化も注目される。図 3-28 には、2015 年から 2030

年までの IT 人材の年齢分布（年齢別の割合）の推移を示した。 

 

図 3-28 IT 人材の年齢分布の推移 

（出所）2015 年は総務省「平成 27 年国勢調査」に基づく／ 

2020 年以降は試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

2015 年の国勢調査によれば、35～39 歳の IT 人材の割合が最も高く、次いで 40～44

歳の割合が高い。2020 年には、IT 人材の年齢シフトが進み、40～44 歳の IT 人材の割合

が最も高くなり、50 歳を超える層が IT 人材全体の 2 割を超える。また、2020 年には、

45～49 歳と 25～29 歳の IT 人材の割合が同水準となり、若手層の増加が目立ち始める。

2030 年には、この状況が進行し、教育機関からの新卒 IT 人材供給により、25～29 歳、

30～34 歳の IT 人材の割合が最も高くなるとともに、50 歳以上の IT 人材の割合が増加す

る。 
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層（50 歳以上）の 3 区分に分けた上で、区分別の IT 人材の年齢分布の推移を示した。

2030 年には、29 歳以下の若手層は IT 人材全体の 24%を占める一方で、50 歳以上のシニ

ア層の IT 人材も 27%を占め、若手層とシニア層が占める割合が全体の過半数を超える。

他方、2015 年には 6 割を超えていた 30～49 歳（中間層）の IT 人材の割合は半数以下と

なり、IT 人材の年齢分布構造が 2015 年から大きく変化することが分かる。 

 

 

図 3-29 IT 人材の年齢分布の推移（若手層、中堅層、シニア層の 3区分） 

（出所）2015 年は総務省「平成 27 年国勢調査」に基づく／ 

2020 年以降は試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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3.1.3 IT 人材需給ギャップ緩和に向けた方策 

IT 人材の需給ギャップを緩和するためには、（1）IT 人材の生産性を向上させる、（2）

供給数を増やす、（3）IT 人材の離職を減らす等の方策が考えられる。以下には、これら

の 3 つの観点から検討を行った結果を示す。 

 

(1) IT 人材の生産性向上 

今回の試算の基本ケースでは、生産性が 0.7%上昇することを想定し、2030 年時点の

IT 人材の需給ギャップを試算しているが、IT 人材の生産性の上昇は、需給ギャップの緩

和に寄与すると考えられる。 

表 3-13 には、生産性の上昇率を基本ケース（0.7%）より高め、2.4%とした場合の 2030

年時点の IT 人材の需給ギャップを示した。また、2030 年時点の IT 人材の需給ギャップ

をゼロとするために必要な生産性上昇率（IT 需要の伸びが「低位」の場合は「1.84%」、

「中位」の場合は「3.54%」、「高位」の場合は「5.23%」）の試算結果を示した。 

2030 年時点で IT 人材の需給ギャップゼロを実現するための生産性上昇率は、いずれ

も基本ケースの 0.7%を上回る必要がある。しかしながら、2010 年代に米国では 2.2%、

ドイツでは 4.2%の生産性の上昇率を実現していることや23、我が国におけるレガシーシ

ステムの刷新等を含めたデジタルトランスフォーメーション（DX）への積極的な取組等

により、ビジネスモデルの改革や付加価値創出による生産性の上昇等24が実現すれば、生

産性がこれまで以上に上昇し、IT 人材の需給ギャップが緩和されると期待される。 

表 3-13 2030年時点での IT 人材の需給ギャップ 

IT 需要の伸び IT 人材需給ギャップ 

生産性上昇率 0.7%（基本ケース） 

低位 1% 16.4 万人 

中位 2～5% 44.9 万人 

高位 3～9% 78.7 万人 

生産性上昇率 2.4% 

低位 1% △7.2 万人 

中位 2～5% 16.4 万人 

高位 3～9% 43.8 万人 

生産性上昇率 1.84%（低位）、3.54%（中位）、5.23%（高位） 

低位 1% 0 人 

中位 2～5% 0 人 

高位 3～9% 0 人 

無印：需要数＞供給数、△：供給数＞需要数 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

                                                        
23 日本生産性本部「労働生産性の国際比較 2017 年版」における各国の情報通信業の労働生産性。 
24 生産性を向上するための取組を実現する上では、阻害要因等の分析や対策が必要である。例えば、経済産業省が

2018 年に公表した「DX レポート-2025 の壁-」で指摘されたレガシーシステムの存在もその一つである。 
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(2) IT 人材供給力の強化 

IT 人材供給数を増やす方策として、新卒人材の供給力を強化することが挙げられる。

近年、新卒 IT 人材数が増加する傾向にあるが、このトレンドを維持・上昇させていくこ

とも一つの方策である。少子化により新卒者の総数が減少傾向にあることや IT に関する

高度な専門教育を行う学部や大学院のキャパシティの限界もあることを踏まえると、新

卒 IT 人材数を増加させるトレンドを維持・上昇させることは容易ではないが、学生の時

期に IT に関する能力を高める教育機会を増やすことで、IT 人材として活躍する新卒者

の割合を高めていくことは可能であると考えられる。ただし、こうした取組においても、

IT 需要の構造変化を踏まえ、将来の IT 需要に対応したスキルや能力を対象とした教育

を重点化していくことが重要である。こうした新卒人材が、明示的な IT 人材として活躍

しない場合でも、IT の素養や基本的能力を有した人材が様々な産業で活躍することは、

産業全体の生産性向上やイノベーションの促進に貢献すると期待される。 

初等中等教育でのプログラミング教育の実践や高等学校等で情報教育の強化が進めら

れる中、中長期的には、IT に関する能力を持つ若年層が増加することが見込まれる。2020

年からは、小学校でのプログラミングを体験しながらコンピュータに意図した処理を行

わせるために必要な“論理的思考力”を身に付けるための学習活動としてのプログラミ

ング教育25が、2021 年からは、中学校において、従前からの計測・制御に加え、双方向

性のあるコンテンツに関するプログラミングやネットワークやデータを活用して処理す

るプログラミング等を含むプログラミング教育26が実施される。2030 年には、こうした

プログラミング教育を受けた若手が新卒人材として活躍することが想定され、多くの人

材がプログラミング教育を受けた人材であることから、IT 人材供給の質的な向上も期待

できる。 

新卒以外の供給数を増やすという点では、IT 以外の職業の人材が IT 人材として活躍

することも考えられる。IT 活用の進展・浸透は、各産業の生産性を革新的に向上させる

と考えられるため、その結果として生じる各産業での人材需給の状況次第では、他職種

人材（非 IT 人材）が IT 人材として活躍する可能性もある。ただし、IT 人材として活躍

する上では、一定の専門性やスキルが求められるため、全ての人材の適性が高いとは言

えない。そのため、他職種のうち IT 人材との親和性が高い職種27の人材の確保に加えて、

                                                        
25 新学習指導要領（小学校及び中学校：平成 29 年 3 月告示）総則において、情報活用能力を、言語能力と同様に

「学習の基盤となる資質・能力」と位置づけ、児童生徒の発達の段階を考慮し、言語能力、情報活用能力（情報

モラルを含む。）等の学習の基盤となる資質・能力を育成するため、各教科等の特質を生かし、教科等横断的な視

点から教育課程の編成を図るものとすることが明記された。小学校においては、各教科等の特質に応じて、児童

がコンピュータで文字を入力するなどの学習の基盤として必要となる情報手段の基本的な操作を習得するための

学習活動や、プログラミングを体験しながらコンピュータに意図した処理を行わせるために必要な論理的思考力

を身に付けるための学習活動を計画的に実施することが明記された。 
26 中学校学習指導要領では、急速な発達を遂げている情報の技術に関しては、小学校におけるプログラミング教育

の成果を生かし、発展させるという視点から、従前からの計測・制御に加えて、双方向性のあるコンテンツに関

するプログラミングや、ネットワークやデータを活用して処理するプログラミングも題材として扱うことが考え

られるとしている。また、その際，情報セキュリティ等についても充実するとしている。 
27 “Towards a Reskilling Revolution A Future of Jobs for Al”, In collaboration with the Boston Consulting Groupl, 
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職種転換のための十分なリスキル機会の提供等を進めていく必要がある。 

また、近年、情報通信業の外国人労働者は増加傾向にあり、平成 29 年には、52,038

人の外国人が就労している28。こうした外国人 IT 人材の供給を増やしていくことも IT 人

材供給力強化の方策の一つである。最近では、AI 分野などにおいて、非常に高度な外国

人の IT 人材の獲得を進める大手 IT 企業もみられている。特に、高度な IT 人材の獲得に

関しては、グローバルな競争が激化しており、その獲得に向けては、外国人の高度な IT

人材が、我が国で活躍するための環境整備を一層充実させていくことが求められる。 

 

(3) IT 人材の離職の低減化 

IT 人材の減少を抑制するという観点からは、IT 人材の離職（ここでの離職は、IT 人

材が IT 人材としての職業以外の職業に従事することを指す）を低減する必要がある。 

2015 年に実施した試算と比較して、堅調な 2015 年以降の IT 需要を背景に離職率－入

職率が低下傾向にあることを示したところであるが、一層の IT 人材の離職の低減に向け

ては、IT 人材の働き方改革を進め、働く環境を改善することが考えられる。働き方改革

における長時間労働の是正や労働環境の改善という面と合わせ、IT 人材の働き方の多様

性を確保し、IT 人材の仕事を魅力的な仕事としていくことが重要である。 

IT 人材需給の観点からの離職は、IT 人材が IT 人材としての職業以外の職業に従事す

ること（即ち、非 IT 人材となること）を指し、IT 人材として企業間を流動することを

否定するものではない。どちらかと言えば、終身雇用が一般的であった我が国では、IT

人材が一度企業に入社すると、その企業に長く従事することが多いため、IT 人材の需要

構造の変化に対する人材流動の硬直性が高いという課題がある。経済産業省が 2018 年に

公表した「DX レポート-2025 の壁-」では、ユーザー企業と IT ベンダーの割合を欧米並

みの５：５に近づけることを述べているが、我が国の IT 人材が IT ベンダーに偏在して

いることを踏まえれば、その実現には、“ユーザー企業の IT 人材採用強化”と併せて“IT

人材の IT ベンダーからユーザー企業”への転職等の流動性を高める必要もある。 

また、IT 人材の活躍の場を増やしていく上では、一企業で長く働くだけなく、IT 人材

個人のスキルや能力を活かし、成長機会を獲得するための機会として増やしていく必要

もある。その結果として流動性が高まれば、企業間の IT 人材獲得に向けた健全な競争環

境の形成が促進され、IT 人材の処遇や労働環境の改善にも寄与すると考えられる。 

 

  

                                                                                                                                                                  
 World Economic Forum Privacy(2018), http://www3.weforum.org/docs/WEF_FOW_Reskilling_Revolution.pdf 

28 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況について」（平成 29 年 10 月末現在） 

学生確保（資料） ― 66

http://www3.weforum.org/docs/WEF_FOW_Reskilling_Revolution.pdf


 

48 

3.2 先端 IT 人材・従来型 IT 人材の需給 

IT 分野では、AI や IoT、ビッグデータ活用等、いわゆるデジタル技術の進展が目覚ま

しいことから、新たな IT 需要が拡大し、IT 需要構造が変化するとみられている。その

ため、単純に IT 需要の拡大に応じて IT 人材需要が拡大するという見解だけでは、将来

の IT 人材の需給を見誤る可能性がある。需要構造の変化と人材供給のバランスや需要構

造に応じたスキル獲得（スキル転換）が出来なければ、例えば、デジタル技術に対応し

た IT 人材（先端 IT 人材）は需要が供給を上回る一方で、従来型の需要に対応した IT 人

材（従来型 IT 人材）は、供給が需要を上回る状況を生み出す可能性もある。 

以下には、IT 人材（全体）の需給と同様に、生産性上昇率を「0.7%」、IT 需要の伸び

の「低位」を 1%、「中位」を 2～5%、従来型 IT 人材から先端 IT 人材への「Re スキル率」

を「1.0%」とする場合を基本とした上で、IT 需要の伸び、生産性上昇、スキル転換の IT

人材需給への影響を分析する。 

 

3.2.1 先端 IT 人材・従来型 IT 人材の需要と供給の差（需給ギャップ）分析 

前述の条件に基づく基本ケースの場合の 2030 年の先端 IT 人材・従来型 IT 人材の需給

ギャップは表 3-14 のとおりである。 

表 3-14 2030年時点の先端 IT 人材・従来型 IT 人材の需給ギャップ（生産性上昇率 0.7%） 

IT 需要の伸び IT 人材需給ギャップ 

Re スキル率（1.0%固定） 従来型 IT 人材 先端 IT 人材 

IT 需要の伸び「低位」 1% △22.0 万人 38.4 万人 

IT 需要の伸び「中位」 2～5% △9.7 万人 54.5 万人 

無印：需要数＞供給数、△：供給数＞需要数 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

IT 需要の伸びが「低位」のケースでは、2030 年時点で、先端 IT 人材は、需要が供給

を 38.4 万人上回る一方で、従来型 IT 人材は、供給が需要を 22.0 万人上回る。この結果

から、先端 IT 人材と従来型 IT 人材の単純な合算では、需要が供給を 16.4 万人上回る結

果となるが、先端 IT 人材を従来型 IT 人材が代替できないとすれば、IT 需要に対応した

実質的な IT 人材の需給ギャップは、38.4 万人となる。また、IT 需要の伸びが「中位」

のケースでは、先端 IT 人材は、需要が供給を 54.5 万人上回り、従来型 IT 人材は、供給

が需要を 9.7 万人上回り、実質的な IT 人材の需給ギャップは 54.5 万人となる。 

また、生産性の上昇率を 2030 年時点での IT 人材需給ギャップゼロを実現する水準とし

た場合（表 3-6 参照）には、IT 需要の伸びが「中位」であれば、先端 IT 人材は、需要

が供給を 29.1 万人上回る一方、従来型 IT 人材は、供給が需要を 29.1 万人上回り、実質

的な IT 人材の需給ギャップは 29.1 万人（需要が供給を上回る）となる。 
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3.2.2 先端 IT 人材の需給ギャップ緩和に向けた方策 

近年、第４次産業革命に対応した新しいビジネスの担い手として先端 IT 人材の育成が

急務となっている。先端 IT 人材需給ギャップの緩和に向けては、（1）スキル転換の促進、

（2）先端 IT 人材供給力の強化、先端 IT 人材・従来型 IT 人材の活躍の最適化等の方策

が考えられる。 

 

(1) スキル転換の促進 

今回の試算において「Re スキル率」と定義した従来型 IT 人材から先端 IT 人材へのス

キル転換が促進されれば、先端 IT 人材の需給ギャップが緩和される。試算では、Re ス

キル率を「2.0%」とした場合と、Re スキル率が IT 需要構造の変化に連動すると想定し

た場合の計算を行っているが、Re スキル率が IT 需要構造の変化に準じると想定した場

合（2～5.8%）は、2030 年時点の先端 IT 人材の需給ギャップは大幅に緩和される。 

Re スキル率を IT 需要構造の変化に準じると想定した場合の先端 IT 人材の需給ギャッ

プは、IT 需要の伸びが「低位」のケースでは、2030 年に、先端 IT 人材は需要が供給を

10.7 万人上回り、従来型 IT 人材は需要が供給を 5.7 万人上回る。また、IT 需要の伸びが

「中位」のケースでは、2030 年には、先端 IT 人材は需要が供給を 26.9 万人上回り、従

来型 IT 人材は供給が需要を 18.0 万人上回る。 

なお、IT 需要の伸びが「低位」の場合に、2030 年の単純な IT 人材の需給ギャップゼ

ロを実現する生産性上昇「1.84%」とした場合には、Re スキル率が IT 需要構造の変化に

準じると想定した先端 IT 人材の需給ギャップは、需要が供給を 1.4 万人上回り、従来型

IT 人材は供給が需要を 1.4 万人上回る水準に留まる。 

表 3-15 2030年の先端 IT 人材・従来型 IT 人材の需給ギャップ（生産性上昇率 0.7%） 

IT 需要の伸び IT 人材の需給ギャップ 

Re スキル率（1%） 従来型 IT 人材 先端 IT 人材 

IT 需要の伸び「低位」 1% △22.0 万人 38.4 万人 

IT 需要の伸び「中位」 2～5% △9.7 万人 54.5 万人 

Re スキル率（市場と連動 2～5.8%） 従来型 IT 人材 先端 IT 人材 

IT 需要の伸び「低位」 1% 5.7 万人 10.7 万人 

IT 需要の伸び「中位」 2～5% 18.0 万人 26.9 万人 

無印：需要数＞供給数、△：供給数＞需要数 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

スキル転換は、先端 IT 人材の需要が供給を上回る需給ギャップを緩和すると同時に、

従来型 IT 人材の供給が需要を上回る需給ギャップを抑制するものである。IT 人材全体

の需給ギャップが生じている中で、IT 人材のスキルのミスマッチの抑制は優先して取り
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組むべき施策である。こうした問題意識のもと、経済産業省では「第４次産業革命スキ

ル習得講座認定制度29」を設けており、IT 人材のスキル転換の支援に取り組んでいる。

今後、企業等における IT 人材のスキル転換に向けた取組が促進されるとともに、政府等

による支援策活用が普及し、スキル転換がより一層促進されることが期待される。 

 

(2) 先端 IT 人材供給力の強化 

先端 IT 人材供給力の強化に関しては、大学等の教育機関による先端 IT 人材供給力を

高めることが考えられる。AI やビッグデータ活用の需要が高まる中、データサイエンス

や最新のデジタル技術に関する教育を実施する事例が増加している。こうした専門教育

の充実は、先端 IT 人材供給力の強化に結びつくと期待される。先端 IT 分野に関する専

門教育の充実に向けて、産業界は必要とする先端 IT 人材に求められる能力等を示すとと

もに、実践的教育を実施するための材料提供や講師派遣等を行っていくことも重要であ

る。今後、教育界に閉じた取組ではなく、産業界と教育界が連携し、先端 IT 人材を育成

していくための取組を進めていくことが重要である。 

今回の試算では、大学・大学院等から輩出された新卒人材は、その時点での IT 需要構

造に応じた配分で従来型 IT 人材と先端 IT 人材に供給されると仮定したが、大学等で先

端 IT人材としての教育を受けた新卒人材は、従来型 IT需要に対応する IT 人材ではなく、

先端 IT 人材として活躍することが期待される。そうした新卒人材が先端 IT 人材として

供給されれば、先端 IT 人材の需給ギャップの緩和を早める効果も期待できる。 

 

 

                                                        
29 「第４次産業革命スキル習得講座認定制度」は、IT・データを中心とした将来の成長が強く見込まれ、雇用創出

に貢献する分野において、社会人が高度な専門性を身に付けてキャリアアップを図る、専門的・実践的な教育訓

練講座を経済産業大臣が認定する制度 
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第4章 AI人材に関する需給調査 

1. AI 人材需給の試算の対象 

近年、AI やビッグデータ、IoT 等、第４次産業革命に対応した新しいビジネスの担い

手として、付加価値の創出や革新的な効率化等により生産性上昇等に寄与できる IT 人材

の確保が重要となっている。特に近年、Deep Learning の登場、コンピューティングパワ

ーの増大等を背景に、AI 分野の革新的な技術進歩30が進みつつある。そのため、AI に関

する研究・開発やその導入を進める上で必要となる人材（本報告書では、「AI 人材」と

いう。）の需要が急増している。 

AI 人材に関する明確な定義はないが、今回の調査分析では、AI 人材の能力を、サイ

エンス系、エンジニアリング系、ビジネス系に区分する考え方31を適用し、こうした業務

に従事する人材を AI 人材の試算の対象とした（表 4-1）。 

表 4-1 今回の調査対象とした AI人材 

区分 概要 
レベル 

エキスパート ミドル 

AI 研究者 

（AIサイエンティスト） 

＜エキスパートレベル＞ AI を実現する数理モデル（以下、

「AI モデル」という。）についての研究を行う人材。AI に関

連する分野で学位（博士号等）を有するなど、学術的な素養

を備えた上で研究に従事する。AI に関する学術論文を執筆・

発表した実績があるか、少なくとも自身の研究領域に関する

学術論文に日頃から目を通しているような人材。 

○ - 

AI 開発者 

（AI エンジニア） 

＜エキスパートレベル＞ AI モデルやその背景となる技術

的な概念を理解した上で、そのモデルをソフトウェアやシス

テムとして実装できる人材（博士号取得者等を含む、学術論

文を理解できるレベルの人材を想定） 

○  

＜ミドルレベル＞ 既存の AI ライブラリ等を活用して、AI

機能を搭載したソフトウェアやシステムを開発できる人材。 
 ○ 

AI 事業企画 

（AI プランナー） 

＜エキスパートレベル＞ AI モデルやその背景となる技術

的な概念を理解した上で、AI を活用した製品・サービスを

企画し、市場に売り出すことができる人材（博士号取得者等

を含む、学術論文を理解できるレベルの人材を想定）。 

○  

＜ミドルレベル＞ AI の特徴や課題等を理解した上で、AI

を活用した製品・サービスを企画し、市場に売り出すことが

できる人材。 

 ○ 

AI 利用者 

（AI ユーザー） 

AI を用いたソフトウェアやシステム、アプリケーション等

を適切に利活用できる人材【⇒今回の試算対象外とする】 
- - 

 

                                                        
30 独立行政法人 情報処理推進機構（IPA）「AI 白書 2017」（2017） 
31 IPA が公表している IT 人材のスキル標準 ITSS+（プラス）のデータサイエンス領域では、ビジネス、データサイ

エンス、データエンジニアリングの 3 つのスキルカテゴリーの区分でタスク、スキルを定義している。
https://www.ipa.go.jp/jinzai/itss/itssplus.html#section12 
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なお、AI の普及に伴い、今後、AI 利用者（AI ユーザー）が増加すると見込まれるが、

AI の利用は一般化すると想定されるため、今回の試算の対象としないこととする。また、

AI 人材にはそれぞれの区分においてレベルがあると考えられることから、エキスパート

レベル、ミドルレベルのレベルの区分32を設けている。 

また、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が実施した企業アンケート調査では、

上記の AI 人材の区分を示した上で、企業における AI 人材数の把握を行った。ただし、

今回報告する AI 人材需給の試算においては、表 4-1 に示したエキスパートレベルとミ

ドルレベルの区分に分けずに試算を行っている。 

また、本 AI 人材需給の試算が対象とする AI 人材は、IT ベンダー、ユーザー企業の情

報システム部門に加え、情報システム部門以外の事業部門（デジタル化を推進する部門

や AI を活用するマーケティング部門、研究開発部門等）に所属する AI 人材を含む。 

 

  

                                                        
32 現状では、企業において AI 人材のレベルを判断することは難しい場合が多いため、分析において、レベルに関

しては参考情報として記載した。 
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2. AI 人材需給の試算の考え方 

AI 人材需給の試算では、AI 人材の数を「供給」、AI 人材に対する需要を「需要」と表

現し、「需要」と「供給」の差を「需給ギャップ」とする。 

 

 

図 4-1 AI人材需給の試算のイメージ 

（出所）みずほ情報総研作成 

 

図 4-1 のうち、AI 人材の人材数（供給）に関しては、IPA 企業アンケート調査の結果

のほか、人工知能戦略会議での大学での AI 人材供給力の検討結果、文部科学省による

学校基本調査等の結果を利用している。また、AI 人材需要に関しては、AI 需要の将来

見通し（市場成長率）を利用し、2030 年までの AI 人材需給を試算する。 

 

 

図 4-2 AI人材数（供給）の試算イメージ 

（出所）みずほ情報総研作成 
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3. AI 人材需給の試算方法 

3.1 供給数の試算方法 

(1)  AI人材の供給数計算の基礎式 

AI 人材の供給数の試算には、以下の AI 人材数の推移に関する基礎式を用いる。IT 人

材の試算では、IT 人材の年齢分布を含めた試算を行ったが、AI 人材に関しては、現状の

AI 人材の年齢分布が分からないことから、年齢を考慮した試算は行っていない。また、

１年単位で時間発展を行うための情報が存在しないため、IPA 企業アンケート調査にお

ける AI 人材育成の見通し等に関する設問の期間（年数）を∆Tとおいた上で、AI 人材の

試算を行う。 

 

𝑎𝑚
𝑇 − 𝑎𝑚

𝑇−∆𝑇 = 𝑆1,𝑚 ∙ ∆𝑇 + 𝑆2,𝑚 

𝐴𝑚:区分𝑚（1: 𝐴𝐼サイエンティスト、2: 𝐴𝐼エンジニア、3: 𝐴𝐼プランナー）の𝐴𝐼人材数  

𝑆1,𝑚:区分𝑚の𝐴𝐼人材の国内教育機関からの新卒就職者（年間）  

𝑆2,𝑚: ∆𝑇期間におけるの区分𝑚の𝐴𝐼人材の企業による育成数 

 

(2) AI人材数 

T 年における AI 人材の総数𝐴𝑇は、上記の基礎式により計算された𝑎𝑚
𝑇 （AI サイエンテ

ィスト、AI エンジニア、AI プランナー）の合算の下式で計算される。 

𝐴𝑇 = ∑ 𝑎𝑚
𝑇

3

𝑚=1

 

 

(3) 現在の AI人材数 

現在の AI 人材数は、IPA 企業アンケート調査の結果をもとに算出する。具体的には、

IPA 企業アンケート調査の回答企業におけるユーザー企業、IT ベンダー企業の AI 人材

数をもとに経済センサスのデータを用いて、我が国全体の AI 人材数を試算する。対象

とする企業は、従業員 100 名以上を対象とし、100～299 名、300 名以上の区分別に試算

を行い、合算した人数を AI 人材とする。 

 

(4) 新卒 AI人材就職数 

新卒 AI 就職数に関しては、人工知能戦略会議において試算された RU11（我が国の研

究系大学コンソーシアムに参加している国立私立 11 大学）33における AI 人材の年間育成

規模34、文部科学省による学校基本調査の情報をもとに算出する。 

                                                        
33 RU11 は、研究及びこれを通じた高度な人材の育成に重点を置き、世界で激しい学術の競争を続けてきている大

学（Research University）による国立私立の設置形態を超えたコンソーシアム。正式名称は「学術研究懇談会」。 北

海道大学、東北大学、東京大学、早稲田大学、慶應義塾大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、九州大学、筑

波大学、東京工業大学の 11 大学で構成される。http://www.ru11.jp/about.html 
34 人工知能技術戦略会議人材育成タスクフォース、「最終とりまとめ」平成 29 年
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なお、博士課程及び修士課程を修了した学生のうち、一定の割合が就職し、産業界に

供給されるとする。就職する割合としては、理工系大学院生（博士・修士）の研究者、

製造技術者（開発）、情報処理・通信技術者としての就職者の割合を用いる。具体的には、

以下の式で算出される。 

 

𝑆1,𝑚 = 𝑆1,𝑚,𝑅𝑈11 ∙
𝑆𝑇𝑚,𝑎𝑙𝑙

𝑆𝑇𝑚,𝑅𝑈11
∙ 𝑌𝑚 

𝑆1,𝑚,𝑅𝑈11: 𝑅𝑈11 の𝐴𝐼人材の年間輩出数 

𝑆𝑇𝑚,𝑅𝑈11: 𝑅𝑈11 の理工系大学院生の修了数 

 𝑆𝑇𝑚,𝑎𝑙𝑙:全国の理工系大学院生の修了数 

𝑌𝑚:理工系大学院生修了者の就職割合 

 

なお、新卒 AI 人材の就職者数は、大学院における AI 人材教育のケイパビリティに制

約されると想定し、将来の新卒 AI 人材は、現状が維持されるとして、将来的な就職数

の増減は考慮していない。なお、近年、データサイエンス等を専門とする大学教育が増

加していることから、そのトレンドを踏まえた分析を後述の総合分析の節に示す。 

 

(5) 企業等内育成 

企業内の AI 人材育成に関しては、IPA 企業アンケート調査の回答（一定期間内での育

成割合（ゼロの場合は実数））に基づき、「AI エンジニア」及び「AI プランナー」の育

成数を算出する。 

 

(6) 入職・離職数、退職数 

AI 人材に関しては、AI 人材からの離職（AI 人材としての職業以外の職業に就く）、

AI 人材への入職（AI 人材としての職業以外の職業から AI 人材の職業に就く）ことは想

定しない。また、AI 人材の定年による退職は考慮しない。 

 

(7) 外国人 AI人材 

外国人の AI 人材に関しては、IPA 企業アンケート調査の回答に外国人が含まれる可能

性があることや、学校基本調査には留学生が含まれると考えられるため、特に考慮しな

い。また、国内の大学院を修了後、AI 人材として海外企業に従事することが考えられる

が、学校基本調査の就職者に関する情報では、国内企業、海外企業への就職割合が分か

らないため、海外への AI 人材の流出に関しては考慮していない。さらに、海外の大学

院から我が国の企業に就職することも考慮していない。 

 

                                                                                                                                                                  
https://www.nedo.go.jp/content/100862415.pdf 
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3.2 需要数の試算方法 

(1) 現在の需要 

2018 年時点での AI 人材需要は、IPA 企業アンケート調査の結果をもとに需給ギャッ

プを試算（3.4 万人）し、そのギャップと 2018 年の AI 人材数（供給数）を合算して算

出する。 

なお、AI 人材の需給ギャップ 3.4 万人は、4.2 節に示した先端 IT 人材の需給ギャップ

（2.0 万人）を上回るが、今回の試算が対象とする AI 人材は、IT ベンダーのほか、ユー

ザー企業の情報システム部門と、情報システム部門以外の事業部門（デジタル化を推進

する部門、AI を活用するマーケティング部門、研究開発部門等）に所属する AI 人材が

含まれるため、直接比較することはできない。 

 

(2) 将来の需要 

将来の AI 人材の需要（必要数）は、将来の AI 需要の推移をもとに AI 人材の生産性

上昇を考慮して算出する。 

 

𝐷𝐴 =
𝐷𝑀𝐴

𝑃
 

𝐷𝐴: 𝐴𝐼人材需要, 𝐷𝑀𝐴: AI 需要, 𝑃:生産性 

 

将来の AI の需要（AI 需要）に関しては、複数の市場調査結果の平均値（CAGR：約

16.1%）と低位（CAGR：約 10.3%）の伸びの市場調査結果を用いる。以下には、試算に

用いた AI 需要の伸び率を示す。 

 

図 4-3 AI市場の伸び率（2018 年を 1とした場合の伸び率） 

（出所）複数市場調査結果をもとにみずほ情報総研作成 
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(3) 生産性 

AI 人材に関しては、AI 領域が比較的新たな市場であるため、IT サービス市場のよう

な歴史の長い成熟産業と同様に効率化等の観点での生産性上昇を想定することが難しい。

よって、今回の試算では、生産性上昇を考慮しない場合（生産性上昇率 0.0%）と AI 人

材全体で 2010 年代の情報通信業の労働生産性上昇率 0.7%／年を実現する場合の２つの

条件を設定した。 

 

3.3 需要と供給の差（需給ギャップ）の試算方法 

AI 人材の需要と供給の差（需給ギャップ）は、AI 人材の需要（数）－ 供給（数）に

より算出する。 

 

  

学生確保（資料） ― 76



 

58 

4. AI 人材需給の試算結果 

4.1 AI 人材（供給）の試算結果 

前項までの計算式と条件等に基づいて試算された AI 人材の推移は図 4-4 のとおりで

ある。2018 年の AI 人材は、1.1 万人であるが、今後大学からの供給や企業内での育成に

より増加することが見込まれ、2025 年には 7.9 万人、2030 年には 12.0 万人まで増加す

る。増加要因は、主に企業における AI エンジニア及び AI プランナーの育成による。大

学からの供給は、修士卒の新卒者（AI エンジニア）が年間 1.3 千人、博士卒の新卒者（AI

サイエンティスト）が年間 2.2 百名程度である。 

 

 

図 4-4 AI人材の供給数の推移 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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4.2 AI 人材の需要と供給の差（需給ギャップ）の試算 

4.2.1 試算の条件 

第 3 節に示した基礎式及び計算式に基づいて試算する際の条件を以下に示す。 

今回の試算では、AI 需要の伸びと AI 人材の生産性上昇に着目し、複数の条件での試

算を行った。 

AI 需要の伸びに関しては、各種市場調査を参考に、 

（ア）AI 需要（平均）：年率約 16.1%で AI 需要が拡大する場合と、 

（イ）AI 需要（低位）：年率約 10.3%で AI 需要が拡大する場合を想定した。 

生産性の上昇率に関しては、 

（ア）生産性上昇を考慮しない場合（生産性上昇率 0.0%）と、 

（イ）生産性が 0.7%上昇する場合の２つの条件を想定した。 

 

上の AI 需要（２条件）× 生産性上昇率（２条件）の計４つの条件に基づく試算条件

の一覧は、表 4-2 のとおりである。 

表 4-2 試算の条件一覧（AI人材需給） 

 AI 需要の伸び 生産性の上昇率 

1 平均 

（CAGR：約 16.1%） 

生産性上昇率 0.0% 

2 （※）生産性上昇率 0.7% 

3 低位 

（CAGR：約 10.3%） 

生産性上昇率 0.0% 

4 （※）生産性上昇率 0.7% 
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4.2.2 需給の試算結果概要 

(1) 2030 年の AI人材の需要と供給の差（需給ギャップ） 

4.1 節に示した条件に基づいて試算を行った 2030 年時点の AI 人材の需給ギャップを

以下に示す。 

AI 需要の伸びが「平均」で、かつ、生産性上昇が起こらない場合、AI 人材需要の伸

びが AI 人材供給の伸びを上回り、2030 年時点で 14.5 万人の需給ギャップが生じると試

算され、現在（2018 年時点）で 3.4 万人から需給ギャップが拡大する。また、AI 需要の

伸びを「低位」、生産性の上昇率を 0.7%とする条件では、AI 人材の需要の伸びと比較し

てAI人材供給の伸びが大きく、AI人材は、1.2万人の需給ギャップが生じると試算され、

現状より需要と供給の差は緩和される。 

表 4-3 2030年の AI人材需給ギャップ 

 
AI 需要の伸び 生産性の上昇率 

AI 人材の需給ギャップ 

2018 年 2030 年 

1 平均 

（CAGR：約 16.1%） 

生産性上昇率 0.0% 

3.4 万人 

14.5 万人 

2 （※）生産性上昇率 0.7% 12.4 万人 

3 低位 

（CAGR：約 10.3%） 

生産性上昇率 0.0% 2.4 万人 

4 （※）生産性上昇率 0.7% 1.2 万人 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

(2) AI人材の需要と供給の差（需給ギャップ）推移 

4.1 節に示した条件に基づいて試算した AI 人材の需給ギャップの推移（2018 年、2020

年、2025 年、2030 年）を表 4-4 に示す。 

AI 需要の伸びが「平均」で、生産性上昇を考慮しない場合、AI 人材の需給ギャップ

は、2018 年の 3.4 万人から拡大し、2025 年には 9.7 万人、2030 年には 14.5 万人に拡大

する。他方、AI 需要の伸びが「低位」の場合、2018 年の 3.4 万人から、2025 年には 3.2

万人、2030 年には 2.4 万人まで緩和する。 

なお、AI 人材の生産性が 0.7%上昇し、かつ、AI 需要の伸びが「平均」の場合は、2025

年には 8.8 万人、2030 年には 12.4 万人の需給ギャップが生じる。また、AI 需要の伸び

が「低位」の場合、2018 年の 3.4 万人から需給ギャップは徐々に減少し、2025 年には 2.7

万人、2030 年には 1.2 万人まで緩和する。 
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表 4-4 2030年の AI人材需給ギャップの推移 

 
AI 需要の伸び 

生産性の 

上昇率 

AI 人材の需給ギャップ 

2018 年 2020 年 2025 年 2030 年 

1 平均 

（CAGR：約 16.1%） 

0.0% 

3.4 万人 

4.5 万人 9.7 万人 14.5 万人 

2 （※）0.7% 4.4 万人 8.8 万人 12.4 万人 

3 低位 

（CAGR：約 10.3%） 

0.0% 2.9 万人 3.2 万人 2.4 万人 

4 （※）0.7% 2.8 万人 2.7 万人 1.2 万人 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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4.3 AI 人材需給の試算結果 

4.1 節に示した条件による AI 人材全体の需給の試算結果を以下に示す。 

 

AI 需要の伸びとして「平均」及び「低位」、生産性上昇率「0.0%」及び「0.7%」を適

用して試算した結果を、図 4-5、図 4-6 に示す。 

 

 

図 4-5 AI人材全体の需給についての試算結果① 

（AI需要の伸び「平均」、生産性上昇率「0.0%」「0.7%」） 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

 

図 4-6 AI人材全体の需給についての試算結果② 

（AI需要の伸び「低位」、生産性上昇率「0.0%」「0.7%」） 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 
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5. AI 人材需給に関する総合分析 

5.1 AI 人材の需要と供給の差（需給ギャップ）分析 

2030 年の AI 人材の需要と供給の差（需給ギャップ）は、AI 人材の需要と生産性に依

存するが、仮に AI 需要の伸びが「平均」であり、かつ、生産性上昇を考慮した場合、

需給ギャップは 12.4 万人になり、現在の約 4 倍となる。 

表 4-5 2030年の AI人材需給ギャップ（再掲） 

 
AI 需要の伸び 生産性の上昇率 

AI 人材の需給ギャップ 

2018 年 2030 年 

1 平均 

（CAGR：約 16.1%） 

生産性上昇率 0.0% 

3.4 万人 

14.5 万人 

2 （※）生産性上昇率 0.7% 12.4 万人 

3 低位 

（CAGR：約 10.3%） 

生産性上昇率 0.0% 2.4 万人 

4 （※）生産性上昇率 0.7% 1.2 万人 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

AI 需要に関しては、新しい市場のため、伸び率を設定することが難しい。しかしなが

ら、AI の活用が広く産業界や社会に浸透する中で、AI 人材の需要が IT ベンダーに限ら

ずユーザー企業や組織で増加すると見込まれることから、今回の試算では、AI 需要の見

通しとして市場調査の参考にした AI 需要（平均）を基本として、AI 人材需給の分析を

行う。 

AI 人材の需要は、AI 需要と AI 人材の生産性に依存する。ただし、AI 需要自体が急成

長している中で、AI 人材の生産性を、所謂成熟産業における生産性上昇と比較すること

は難しい。そのため、今回の試算では、特に AI 関連の業務のうち、ソフトウェア開発

やデータ処理システム開発等を担う人材の生産性が上昇するという仮定を置いた上で試

算を実施した。その結果、2030 年の AI 人材の需要と供給の差は、12.4 万人程度に留ま

った。 

また、2030 年の AI 人材の需給ギャップを緩和する上では、AI 人材の生産性を上昇さ

せるとともに、企業等での AI 人材の育成や大学からの AI 人材の供給を増やしていく必

要がある。こうした AI 人材の育成促進や大学の供給力向上に関する分析を、AI 人材需

給ギャップ緩和に向けた方策として次に示す。 
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5.2 AI 人材需給ギャップ緩和に向けた方策 

5.2.1 AI人材供給力の強化 

AI 人材の需要と供給の差（需給ギャップ）の緩和に向けては、（1）AI 人材の供給数

を増やす、（2）AI 人材の生産性を上昇させる等の方策が考えられる。以下には、それら

の観点での検討を行った結果を示す。 

 

(1) 大学等教育機関の供給力強化 

AI 人材需給ギャップを解消するため方策の一つとして、大学等からの AI 人材の供給

力強化が挙げられる。近年、従来から AI に関連する教育研究を実施してきた学部、大

学院の教育が強化される動きや、データサイエンス学科や人工知能学科の開設等、大学

の AI 関連学科が設置される等の動き（表 4-6 参照）がみられる。 

表 4-6 AI、データサイエンス系学部・研究科の設置動向 

大学 学部・研究科 定員 年度 

滋賀大学 データサイエンス学部 100 名 2017 年 

東京農工大学 知能情報システム工学部 120 名 2019 年 

横浜市立大学 データサイエンス学部 60 名 2018 年 

中部大学 ロボット理工学専攻 12 名 2018 年 

武蔵野大学 データサイエンス学部 70 名 2019 年 

（出所）文部科学省「開設予定大学等一覧」及び文部科学省「平成 31 年度開設予定の大学の 

学部等の設置届出」をもとにみずほ情報総研作成 

 

以下には、大学、大学院の供給力が向上した場合の AI 人材需給を試算した結果を示

す。試算にあたって想定した仮説・条件は以下のとおりである。 

 

 学部等新設による供給増は、AI エンジニア（修士課程からの就職）のみに影響す

るとし、学部生の修士課程への進学率は理工系学生の進学率は（37.6%）と想定 

 学部新設による供給増は、進学後の修了時「6 年後」、研究科新設による供給増は

修了時の「2 年後」に生じると想定 

 

また、将来供給力向上に関しては、以下の 2 つのパターンを想定する。 

パターン①：2030 年までに大学の新設が継続（供給数の増加傾向が続く） 

学部：2017～19 年の年平均定員数（116 人）が毎年増 

※進学後修士修了年に供給発生 

修士：2017～2019 年の年平均定員数（11 人）が毎年増 ※修了年に供給発生 

パターン②：2030 年までに 2017～2019 年の学部等新設による供給増が生じる 
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図 4-7 大学からの AI エンジニア供給数の増加 

（出所）大学からの AI エンジニア供給数の試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

パターン①の場合には、2030 年には、大学からの AI 人材供給は、2018 年の 1.25 倍、

パターン②の場合には、1.14 倍に増加する。前掲のパターン①、②に基づいて試算した

2030 年の AI 人材需給ギャップは下表のとおりである。 

パターン①、②のいずれの場合も、需給ギャップ緩和への効果は低い。 

表 4-7 2030年時点の AI 人材需給ギャップ（大学供給力強化ケース）（供給に変更） 

 

AI 需要の伸び 生産性上昇率 

AI 人材の需給ギャップ 

2018 年 
2030 年（※2） 

標準 ﾊﾟﾀｰﾝ① ﾊﾟﾀｰﾝ② 

1 
平均 

（CAGR:約 16.1%） 

0.0% 

3.4 万人 

14.5 万人 

（14.50） 

14.4 万人
（14.40） 

14.5 万人 

（14.45） 

2 （※1）0.7% 
12.4 万人 

（12.37） 

12.3 万人 

（12.27） 

12.3 万人 

（12.33） 

3 
低位 

（CAGR:約 10.3%） 

0.0% 
2.4 万人 

（2.38） 

2.3 万人 

（2.28） 

2.3 万人 

（2.33） 

4 （※1）0.7% 
1.2 万人 

（1.22） 

1.1 万人 

（1.13） 

1.2 万人 

（1.18） 

（※2）（）内の数字は小数点第 3 位を四捨五入した結果 

（出所）試算結果をもとにみずほ情報総研作成 

 

  

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

2018年 2020年 2025年 2030年

■ パターン① ■ パターン②

1,026人

1,281人

1,167人

＜AIエンジニアの年平均供給量（大学）＞

学生確保（資料） ― 84



 

66 

(2) 企業内育成・確保の強化 

AI人材需給ギャップを緩和する上では、大学によるAI人材供給力を高めるとともに、

企業における AI 人材育成を促進することが必要である。第 4 章で述べたとおり、IT 需

要構造の変化に伴って先端 IT 人材の需要が増加すると見込まれる中、先端 IT 人材の需

要とともに AI 人材の需要も増加すると見込まれる。そのため、先端 IT 人材の需要増に

伴う人材需給ギャップを緩和する方策である従来型 IT 人材から先端 IT 人材へのスキル

転換において、従来型 IT 人材から AI 人材へのスキル転換を図ることが有効である。 

まず、AI を実現する数理モデル（AI モデル）を構築する人材（AI サイエンティスト）

の育成には、博士号を有する等、高度な専門性や学術的な素養が求められることから所

謂スキル転換というよりは、大学や研究機関等での研究やそれに準ずる活動が求められ

るため、企業等において短期的に育成することは容易ではないと考えられる。一方で、

ソフトウェア開発や実装を担う人材（AI エンジニア）には、AI モデルやその背景とな

る技術的な概念を理解した上で、そのモデルをソフトウェアやシステムとして実装する

能力や、既存の AI ライブラリ等を利用して AI 機能を搭載したソフトウェアやシステム

を開発できることが求められることから、企業等でソフトウェア開発等を担う IT 人材を

対象に AI に関する技術知識を習得する機会を増やすことで育成できると考えられる。 

また、AI に関する技術の教育・育成に関しては、近年、取組が拡がりつつあるが、

AI の適用可能性や効果等を見極め、AI 活用やビジネス企画を担う人材（AI プランナー）

に関しては、その育成方法が確立しているわけではない。よって、企業等における AI

活用の促進を図る上で、その牽引を担う人材の育成方法等について早急に検討していく

必要がある。 

 

5.2.2 AI人材の生産性上昇 

AI 人材の生産性に関しては、AI 需要自体が急成長している中で、成熟産業での生産

性上昇と比較することは難しいことを 5.1 節で述べた。AI 人材の中で、AI モデルを構築

する人材（AI サイエンティスト）や AI を活用したビジネスを企画する人材（AI プラン

ナー）の生産性は、アイディアや創造性による部分があり、研究開発やビジネス創造等

の促進するための環境整備等の取組が重要であるが、生産性を上昇させる画一的な取組

や施策を打ち出すことは難しい。他方、ソフトウェア開発やデータ処理システム開発、

実装等を担う人材（AI エンジニア）に関しては、一部、IT 人材の生産性上昇と類似する

部分があると考えられることから、生産性上昇を図ることができる可能性があると考え

られる。例えば、そのためには、AI に与えるためのビッグデータのクレンジング等の前

処理やコーディングを自動化・効率化するなど、AI 関連のソフトウェア開発の生産性を

高めるため開発基盤の整備等を推進していくことが重要になるであろう。 
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5.3 AI 活用人材の育成 

AI の普及に伴い AI を活用する人材の需要が増加すると見込まれるが、今回の試算で

は、将来的に AI 活用が一般化すると想定されるため、AI 人材の試算の対象としていな

い。他方、AI 活用が一般化する中で、AI の活用が IT 人材に限らず必要になると考えら

れる。そのため、多くの人材に AI ツールの活用能力に加え、AI 活用のリテラシーやそ

の基本となる情報活用に関するリテラシーを向上していくことが求められる。こうした

点を踏まえると、AI 活用に関する教育機会を充実していくことが必要となる。 

また、産業界では、AI 活用に関する教育機会を充実していくともに、大学等の教育機

関においては、AI の活用に関する教育を情報系の専門教育以外の様々な分野の教育に盛

り込んでいくことも必要になる。 
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第5章 IT人材需給調査に関する検討会 

本調査分析では、第４次産業革命による産業構造転換も踏まえて、IT 人材および AI

人材の人材需給調査に関して、調査の実施手法や示すべきデータ等を議論するための検

討会（「IT 人材需給調査に関する検討会」）を開催し、試算手法に関する検討のほか、試

算結果の取りまとめ等を実施した。 

 

1. 検討会構成 

IT 人材需給調査に関する検討会の構成員は、1.3 節に記載したとおりである。 

 

2. 開催概要 

検討会の開催概要は、以下のとおりであった。検討会は非公開で開催された。 

表 5-1  IT 人材需給調査に関する検討会：開催記録 

開催回 
日程 

（開催場所） 
議題 

第１回 
2018 年 6 月 1 日 

（経済産業省会議室） 

 IT 人材需給調査の概要と課題 

 国内外における IT 人材需給推計・試算事例 

 新たな需給試算モデルの構築に向けた検討 

第２回 
2018 年 6 月 27 日 

（経済産業省会議室） 

 IT 人材需給に関する調査試算方法（案）等に 

ついて 

第３回 
2019 年 1 月 15 日 

（経済産業省会議室） 

 IT 人材需給調査の概要 

 IT 人材需給に関する試算結果（案）についての 

報告 

 AI 人材需給に関する試算結果（案）についての 

報告 

第４回 
2019 年 3 月 1 日 

（経済産業省会議室） 

 前回検討会でのご指摘事項について 

 IT 人材需給に関する調査結果概要（案）について 
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第6章 おわりに 

IT 人材は、我が国の IT 産業の産業競争力強化を担うのみならず、今や広範な産業・

企業における高度な IT 利活用や今後の競争力の源泉となるデジタルビジネスの進展を

担っている。特に、AI やビッグデータを使いこなし、第４次産業革命に対応した新しい

ビジネスの担い手として IT 人材の重要性がますます高まっている。 

本調査分析では、IT 人材の需給の状況を分析するため、最新の統計等を用いるととも

に、IT 需要の動向や生産性の変化等、IT 人材に大きな影響を与える要因を考慮した試算

を行った。また、第４次産業革命に対応した IT 人材の需給を把握するため、「従来型 IT

人材」と「先端 IT 人材」を区分した分析も行った。その結果、2030 年時点での IT 人材

の需要と供給の差（需給ギャップ）は、生産性の上昇率が 0.7%の場合、需要が供給を

16～79 万人上回ると試算され、需給ギャップの緩和に向けて生産性の向上を図る必要が

あることなどが示された。また、IT 需要構造の変化に応じて、従来型 IT 人材から先端

IT 人材へのスキル転換が進まない場合は、先端 IT 人材の需要が供給を上回る一方で、

従来型 IT 人材は需要が供給を下回る可能性があることが示された。 

IT 技術の発展に伴う IT 需要構造の変化が予見される中、IT 人材には、新たな先端技

術への対応が求められている。この対応が十分に実現されない場合、我が国の企業にお

ける高度な IT 活用やデジタルトランスフォーメーション（DX）の促進を阻害する可能

性もある。そのため、新たな先端技術に対応するためのスキル転換の取組のほか、教育

機関における情報関連教育の拡充等を、より一層加速させる必要がある。 

今回の調査分析では、第４次産業革命の推進において、最重要技術ともいえる AI の

研究・開発・導入の担い手である AI 人材についても、その需給に関する試算を実施し

た。AI に関する需要やその人材の生産性の変化を定量的に予想することは難しいが、

AI の活用が今後広範な産業に浸透していくことを踏まえると、AI 人材の需要が今後増

大する可能性は非常に高いと見込まれ、2030 年時点の AI 人材の需要と供給の差（需給

ギャップ）は、生産性の上昇率が 0.7%の場合において、需要が供給を 1.2～12.4 万人上

回ると試算された。 

AI 人材の需給ギャップの解消に向けて、AI 人材の供給を強化する必要があるが、特

に高度な AI 人材に関しては、大学等の専門教育を拡充していくことが有効であると考

えられる。また、企業では、AI の実装を担う人材（AI エンジニア）や AI の活用を牽引

する人材（AI プランナー）の育成を図る必要がある。さらに、AI の浸透が進めば、AI

活用のアプリケーションを提供する人材に加えて、活用する人材（AI ユーザー）も必要

になり、AI の活用能力を高めるための教育・育成機会が必要となる。 

少子高齢化による人口減少が見込まれる我が国において、IT の活用は、様々な産業の

生産性向上や社会課題の解決の鍵を握っている。我が国の未来像でもある 2030 年の IT
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人材需給の姿は、今後、我が国の企業が IT 活用の高度化やデジタルトランスフォーメー

ションを実現し、さらなる発展を遂げるための設計図ともいえる。将来の IT 人材育成に

向けた取組は、我が国の産業・企業が未来の競争力を獲得するためのきわめて重要な取

組である。今回の調査分析がこうした取組の加速・強化に向けた一助となることを強く

期待したい。 
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